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問題等について講演をしていただいた。その講演

の内容を伝えたアスベスト規制法制定をめざす会

のニュースに、次のような部分があった。

「私は、アメリカ企業の子会社『ケーリー・カナダ」

の役員が、日本の輸入会社K社に対して、輸入され

る袋にアメリカの警告書を添付するよう助言したけ

れども、日本側が『意図的にガンという言葉を警告

書から除いた』という内容のメモを入手しました。警

告書から『ガン』という言葉を除けば、適切な表示で

はなくなってしまいます。こうした中、アスベストによ

るガンは前例のない勢いで増え続けています。」

この記事をみたK社の担当者から抗議が寄せら

れたのである。趣旨は、 i K社といヲ悪徳企業が不当

な隠蔽工作を行っていたかのように受けとられる

が、①日本の法律に基つ、いた表示を行ってきてい

ること、②日本石綿協会の指導に基づいて業界各

社が同じ内容の表示を行っており、 E社だ、けがそれ

をしなかったというようなことはない」ということ。

ブローダー氏の講演内容は、アメリカでの訴訟に

おいて証拠採用もされているケーリー・カナダ社の

役員のメモに記載された内容を紹介したものであ

ることを説明したが(講演の中では、「アスベストに

関連して日本でガンという言葉を使いたくない。す

でに日本の法律に従った表示をしているからいい

と彼らは言っているJことt紹介されている)、あらた

めて「表示」について調べてみた。

「日本の法律に基づいて、業界統一で行ってい

るJという表示の内容は次のとおりである。

名利"¥ :

成分:石綿

含有量: %

注意事項:多量に粉じんを吸入すると健康をそこ

なうおそれがありますから、下記の注意事項を守っ

て下さい。

1 粉じんが発散する屋内の取扱い場所には、局

所排気装置を設けて下さい。

2 取扱い中は、必要に応じて防じんマスクを着用

して下さい。

3 取扱い後は、うがい及び手洗いを励行して下さ
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|石綿対策全国連の3省交渉

建築物解体時アスベスト飛散対策で
大気持染時止法に基づく規制も追加

石綿対策全国連絡会議は、 3月8日に環境庁、 3

月14日には建設省と労働省へ、それぞれアスベス

ト対策強化について要請行動を行った。

労働省では、安全衛生部化学物質調査課・北津

調査係長他1名が対応、全国連からは塁見事務局

長以下8名が参加した。要請事項 ( 0印)とそれに

対する回答は以下のとおり。

0クリソタイルの輸入・使用も禁止すること。

回答:①昨年禁止したクロシドライト・アモサイトと

同等の有害性か、また、Gi:代替品の安全性につ

いても、知見の集積が必要。非アスベスiイヒへ向

けて代替品使用へ誘導したい。

0ク11ノタイルを含めたアスベスト使U用の全面禁

止までの問、当面、次の点について対策を講じ

ること。

①アスベスト含有製品の表示にあいて、その発が

ん性等を明記すること。

②建材個別へのi a Jマ クの衷I j臼において、そ

のアスベスト含有率がわかるよう、含有率の五JI

印も行うよう指導すること。

③非アスベスト製品の使用促進及びその情報の

提供を行うこと。

回答:①平成4年の告示による「化学物質等安全

データシートJ(MSDS)や容器等へのラベルにつ

いて、指導を徹底したい。

② iaJマークは業界の自主措置だが、要望は担当

者に伝えたい。

③通達で代替品の使用義務を明示している。「代

替物使用の努力義務」を、今後も指導していく。

01 LO石綿条約を早期に批准すること。

回答:現在、検討中である。
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45綿の有害川~;川rrか.f表示内容
判 "iiil 1

表示をめくwつては、昨年開催した「アスベスト被

害と企業責任を問う11 . 7集会J後の裏話がある。こ

の集会では、アメリカのジャーナリスト、ポール・ブ

ローダ一氏に、アメリカでのアスベス「企業への訴訟
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人についての症例:石綿肺(慶肺)、石綿肺癌、悪
性中皮腫がある。石綿肺癌については、喫煙との

関係が強いとされている。又、悪性中皮腫につい

ては、クリソタイル石綿との関連は薄いと国際的

にいわれている。

急性毒性・慢性毒性:急性毒性はないが、慢性

毒性はある(長期間、多量にケリソタイル石綿を吸

入したときじん肺を起こす恐れがある)。

ガン原性・変異原性:ガン原性ありロlARC (国際
ガン研究機関)では、グ)～一プ1に該当している。

変異原性は染色体異常があるロ

今回の要請事項はこのような状況をふまえたもの

であるが、 91 物質についての「具体的記載方法j
([統一表示内容 J)通達の見直しについては、労働

省内でも議論がなされているという。参加者からの
「現在の内容なら、ないほうがまし」という意見に、

「省内にもそういう意見もある」とのことだった。
一方、昨年の労働安全衛生関係政省令の改正に

より、クリソタイル以外のアスベストの製造・輸入等
が禁止され、表示等を義務づけられる石綿含有物

の範囲が5%を超えるをのから 1%を超えるものに拡
大されたことにとむない、日本石綿協会においても、

表示内容の見直しが検討されているという。成分・

名称を「石綿 jから「クリソタイル」に変え、より有害性

を希薄化してみせようとする可能性がある(クリソタ
イルをめぐる国際的な「スキャンダフレ」については、

96年5月号の関係記事及び95年6月号の鈴木康之

亮講演等を参照していただきたい)。
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Oアスベスト使用建築物の解体・改修にあたって

は、次の点について対策を講じること。
①解体・改修工事における事前調査・記録の実施

状況を把握するととるに、実効性確保のための

措置を講ずること。

②吹き付けアスベスト除去工事の、都道府県別
(東京都内は23区別)の届出状況を明らかにす

ること。

③吹き聞すアスベスト及びアスベスト含有建材等
の除去工事等における飛散防止対策について、

各省庁・地方自治体・各関係団体・建設業界等
に対してその局知徹底を図ること。

回答:0:各局・各署で、集団・個別に指導していく。

c z :昨年6月から実施されたばかりで、届出状況はま

だ把握できていない。届出の指導を強化してい
。く

③各省庁とは現在でも連携があり、これを強めてい

く。また、建設業界に対して今後周知徹底を図っ
ていくロ

建築物の解体等については、昨年の労働安全衛

生関係政省令の改正により、0:建築物の解体等の

作業を行うときは、あらかじめ石綿等が使用されて
いる箇所及び使用の状況を、設計図書等により調

査し、その結果を記録すること(特化則第 38 条の

10) 、<z石綿等が吹き付けられた建物(耐火建築物
または準耐火建築物)の解体・改修工事の際に石

綿等を除去する作業を行うときは、作業開始前にそ

の計画を労働基準監督署長に届け出ること(安衛
則第9日条)、～吹き付けられた石綿等を除去する作

業に労働者を従事させるときは、当該作業場所を、

それ以外の作業場所から隔離すること(特化郎第
38条の 11) 、が義務づけられた(0:⑤は 1995年4月1

日、 ②は1995年 6月 1日から実施、施行通達は平成

7年 2月 20 日付け基発第7 6号 9 5年4月号参照)ロ

②の届出については、神剣 11労災職業病センター
が今年2～3月に神奈川県内の全(12)労働基準監

督署に確認したところではO件(椋模原)~12件(横

浜北)という状況で、アスベス同霊絶ネットワークが東

京都内の工事現場等で確認した経験でも、周知さ
れているとは到底言い難い。労働省で全国の状況

をまだ把握していないということなので、あらためて

周知状況を確認し、徹底させる方途について検討

する必要がある。

なお、①で設計図書等により石綿等の使用箇所・
状況を調査・記録することとされているが、施行通達

では、「石綿の吹き付けが行われているものについ
ては、吹付け材が 1%を超えて含有しているか否か

について設計図書等により調査ができない場合は、
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情書長反行政機関話時間 目

4 作業衣に付着した場合は、よく落して下さい。

5 一定の場所を定めて貯蔵して下さい

表示者の氏名又は名称及び住所;

これでは、「あなたの健康を損なうおそれがありま

すので、吸いすぎに注意しましょうJ(現在のJTの煙

草の表示)とたいして違いはない。

表示を義務つivtているのは、以下のような内容の

労働安全衛生法第5 7条であり、これまでに石綿を

含む引物質が対象とされている。

(表示等)
第 57条ベンゼン、ベンゼンを含有する製剤その他
労働者に健康障害を生ずるおそれのある物で政

令で定めるもの又は前条第1項の物を容器に入

れ、又は包装して、譲渡し、又は提供する者は、労

働省令で定めるところにより、その容器又は包装

(容器に入れ、かっ、包装して、譲渡し、又は提供

するときにあっては、その容器)に次の事項を表

示しなければならない。ただし、その容器又は包
装のうち、主として一般消費者の生活の用に供す

るためのものについては、この限りでない。

1 名称

2 成分及びその含有量
3 労働省令で定める物にあっては、人体に及ぼ

す作用(注ー石綿は該当)
4 労働省令で定める物にあっては、貯蔵又は取

扱上の注意(注.石綿は該当)
5 前各号に掲げるもののほか、労働省令で定め

る事項(注表示をする者の氏名(法人にあって

は、その名称)及び住所)

この制度の目的は、「有害物対策の基本の一つ

は、事業者が労働者に取り扱わせる物質の成分と
その有害性等を事前に了知し、必要な措置を講ず

ることである。このため、労働安全衛生法第5 7条に
おいて有害物質の表示制度が創設され、本 (1972)

年 10月 1日から実施されることとなった J(昭和47年

9月29 日付け基発第6 3 4号)と説明されている。

この条文に基づく「表示の具体的記載方法につ

いて」は、「安衛法便覧」等の解説書をみ ξと、 3本の

通達番号が挙げられ、「そこに掲載されている」旨

書かれているだけで内容は省略されている。これら

の通達は、 91物質の各々についての「具体的記載
方法」を「統一表示内容jと銘打って示しているもの

で、石綿については、石綿が対象物質とされた昭和

5日年 3月27 日付け基発第 170号で追加されたが、こ

の内容が、前掲の「業界統一の表示内容」そのまま

なのである。前出の通達では、「円滑な実施を図る
ために本件について関係業界からの意見も十分聴

取の上 とりまとめたjとされており、せっかく重要な
制度をつくっておきながら、一方で、その意義を台な

しにするような指導をしているということなのである。

平成4年の労働省告示による「化学物質等¢危険
有害性等の表示制度Iにより、上述の91物質だけで
なく、すべての(危険有害な)化学物質等に MSDSを

作成・交付すξ こととされた。この制度自体は、罰則

っきの法規制ではなく行政指導によるものではある

が、罰則つきの91物質以外の化学物質についても、

正確な危険・有害性データ等が表示されるとと:が求

められ、現にJ :り正確・有用なM S D S作成の努力がな
されている。そのような中で、罰則つきの91物質につ

いて、「吸いすぎに注意しましょう」という程度の表示
内容ですまされるという事態はますます矛盾したも

のとなっている。
例えば、この制度を解説した「わかりやすい化学

物質の危険有害性表示制度」という本の中では、石
綿について、国連分類で [9=特殊有害性物質」、発
がん性についてはlARC (国際がん研究機関)では

[1=ヒトに対して発がん性である」、NfP(アメリカ国

家毒性プログラム)でも [1=ヒNこ対する発がん物質 j

とされ、 E C理事会指令では「危検警告フレーズ」とし

て [ R 4 5 =がんを発生させるおそれがある」が指示さ
れていることなどが紹介されている一方で、「具体的

記載方法の例」として「多量に粉じんを吸入すると健
康を損なうおそれがありますから、下記の注意事項

を守って下さい(石綿 )Jが掲載されている。

なお、 K社が南アフリカから輸入している「クリソタ

イル石綿」には、現在、「有害性情報Jとして次のよう
な内容が記載されたM S D Sを交付しているという。
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3.8)

業の状況等に関する資料の提出等の協力を求
め、または粉じんによる大気汚染防止等に関し意
見を述べることができる。 (28条 2項)

⑪この法律の規定は、地方公共団体が、特定粉
じん排出等作業について、または同作業以外の

建築物解体・改造・補修作業について、そ¢作業

にともない発生・飛散する特定粉じんの大気中へ

の排出・飛散に関し、条例で必要な規制を定め
ることを妨げるものではない。 (32条)

改正大気汚染防止法による規制は、前述の労働

安全衛生関係政省令による規制と重なる、というよう

りも、前者の方が対象となる作業が広くなると言って

よい。特定粉じん排出等作業に、吹き付け石綿の除

去作業以外の作業も対象に含めているからである。

労基署に届け出ると同時に自治体(後述)にも届け
出なければならないだけでなく、労基署には届け出

る義務がなくても自治体には届け出なければならな

い場合も生じてくるわけである。ただし、吹き付け石
綿以外にどのような建築材料が政令で定める特定

建築材料に含まれるかは、まだ確定されていない。
また、遵守を義務づけられる作業基準には、特イヒ

員Jrが義務つけている「吹き付け石綿除去作業場の
隔離」も含めた、より広い内容が盛り込まれるものと

予想される。さらに、作業基準に適合しない計画の

変更命令や適合命令・

一時停止命令等が罰則

つきで明定されているこ
とも特徴である。

環境庁との交渉では、

次のよ:うなやり取りが行わ

れた。
環境庁:r吹き付け石綿」

以外の特定建築材料に

ついては「飛散性の高い
をの」と考えており、今後、

改正法施行までに1年ほ

どかけて検討していく。

(危険な作業が行われそ
うなことがわかれば、みな

さんと同様、放っておい
てデータをとるのではなく、対策をとるよう指導して

きているから、)データが少ないのが現状であり、

「科学的な根拠を」という他省庁の声もあるため、
調査・実験も行っていきたい。

全国連:同じ飛散性という考え方で、厚生省の「廃
棄物の処理及び清掃に関する法律J(廃清法)で

は、吹き付け材と保温材が、管理型処分場で処理

することが義務づけられる特別管理産業廃棄物

とされているが、スレート等のアスベスト成形板も
対象に含める方向で検討されたい。厚生省の調

査では、中間処分場や一般廃棄物処理場での
測定結果でも高い濃度を示しており、ス Lートが

一因となっていると考えられるo

環境庁:スLートに関しては、製造工場の敷地境界

での測定値ではあまり高くないロ他省庁ではその
認識は低い。吹き付け以外でみなさん方にデータ

があればぜひ提供していただきたい。

環境庁:作業基準には、事前除去や作業場の負

圧化など飛散防止のための具体的方法を盛るこ

とになろうが、特定建築材料等と同じく今後検討
していく。

環境庁:届出の受付窓口は市町村とする方向で
検討している。

全国連.特定粉じん排出等作業に限定せず、すべ
ての建築物の解体・改造・補修工事に届出を義
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定量分析を行う必要があること」とされていた。労働

省では、この場合の石綿含有率の有効な判定方法

について委託研究を行っていたが、今般、平成8年

3月29日付け基発第 188号を発して、具体的方法を

指示した。これによると、吹き付け施工面の3か所以
上の箇所からはフロアの施工面積カ氾,。 0伽ぜ以上の
場合は6 0 0 m 2ごとに1試料)を各 9cm3(例 :3cmX3cm

X 1 c m )以上の試料を採取し、①位相差顕微鏡を使

用した分散染色法により石綿の有無を確認したうえ
で、さらに、② X線回折分析法により石綿の含有率を

判定すること、とされている(他に、石綿含有吹付け

材は、主とじて耐火被覆、結露防止、断熱または吸

音を目的に使用され、鉄骨構造の建築物、工場、学
校及び体育館並びに建築物内の機械室等の天井、

壁、柱、はり等に施工されている可能性が高いこと。
@吹き付け材が不均一になっている可能性が極め

て高く、試料の採取方法によっては、石綿が含有さ

れていても含有されていないと判定される場合があ

ること、 4初t型建築物では、施工が2業者以上となる
場合があり、施工業者によって吹き付け材の種類が

異なることがあること、に留意すること。天井、壁、は

り等異なる吹き付け部位から試料を採取し、分析機

関に対して、石綿の含有率の判定を委託する場合
は、特に、密封した試料を混合した上で分析するよ

う依頼することなどを指示。)。
一方、環境庁と交渉を行った3月8日は、大気汚染

防止法の一部を改正する法律案が閣議決定され、
国会に上程された日と重なった。前述の、昨年の労

働安全衛生法関係政省令の改正が、建築物の解
体・改修工事で石綿等の除去作業に従事する「労

働者の健康確保」の面から規制を行ったものである
のに対して、この大気汚染防止法改正案は、「住民

の健康確保Iの面から規制を行おうとするtのであ

るロその主な内容は以下のとおり。

①吹き付け石綿その他¢特定粉じんを発生し、ま

たは飛散させる原因となる建築材料で、政令で
定めるものを「特定建築材料」と呼ぶ。 (2条 8項)

②特定建築材料が使用されている建築物を解

体し、改造し、または補修する作業のうち、その作

業の場所から排出され、または飛散する特定粉じ

んが大気の汚染の原因となるもので、政令で定
めるものを「特定粉じん排出等作業」と呼ぶ。 (2条

9項)

③特定粉じんの種類及び特定粉じん排出等作

業の種類ごとに、特定粉じん排出等作業の方法

に関する基準(作業基準)を、総理府令で定める。
(18条の14)

④特定粉じん排出等作業を伴う建設工事(特定

工事)を施行しようとする者は、特定粉じん排出等
作業の開始の日の14日前までに、所定の事項を

都道府県知事に届け出なければならない。 (18条
の15 、1項)(違反には3月以下の禁固または30万

円以下の罰金)
⑤都道府県知事は、@の届出に係る特定粉じん
排出等作業の方法が作業基準に該当しないと認
めるときは、その届出を受理した日から 14日以内

に限り、作業方法に関する計画変更命令を出す
ことJができる。 (18条の16) (違反には6月以下の禁

固または5 0万円以下の罰金、過失による場合は

@と向じ罰則)
⑥特定工事を施工する者は、当該特定工事にお

ける特定粉じん排出等作業について、作業基準
を遵守しなければならない。 (18条の17)

⑦作業基準を遵守していないと認めるときは、都

道府県知事は、その者に対し、期限を定めて作業

基準に従うべきことを命じ、または作業の一時停
止を命ずることができる。 (18条の18) (違反には

⑤と同じ罰則)
⑧特定工事の注文者は、当該特定工事を施工す

る者に対し、施工方法、工期等について、作業基

準の遵守を妨げるおそれのある条件を付さない
ように配慮しなければならない。 (18条の19)

⑨都道府県知事は、政令で定めるところにより、特
定工事を施工する者等に対し、特定粉じん排出

等作業の状況等必要な事項の「報告」を求め、ま
たはその職員に、特定工事の場所等に立ち入り、

特定工事に係る建築物等¢物件を「検査」させる
ことができる。 ο6条 1項)(違反には20万円以下の

罰金)
⑩都道府県知事は、関係行政機関の長または関

係地方自治体の長に対し、特定粉じん排出等作
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あるので、例示規定になっている建築基準法を

性能規定へと見直すつモりである。平成8年度中

に建設審議会から枠組みについての答申を受

け、検討していく予定である。

0官庁工事・公共工事等にあいて、次のような措

置を講ずること。

①建築物の解体・改修工事におけるアスべ河ト使

用の有無に関する調査・記録、及び飛散防止対

策の実施。

②アスベスト製品の使用禁止。

回答 :CI昭和62年より調査しているし、平成元年度

より除去工事も行っている。また、建設省としての

除去方法の指針を持ち、それは実行している。*

ただし、「吹き付けのみが対象となっているJとの

こと。

②合同庁舎のビル等、建設省の管轄で新しい建築

物を建てる場合には、ノン・アス化はほぼ達成さ

れている。 *rアスベスト成形板も対象とされてい

るJとのこと。

0非アスベスト建材の使用促進、及びそじた情報の

提供を行うこと。

回答:建設省の管轄の建築物では、出回っている

非アスベスト製品の使用を図っている。

Oアスベスト使用建築物の解体・改修にあたって

は、アスベスト飛散防止対策の徹底を図ること。

回答:建設省が管轄する団体に関しては、使用、

廃棄、労働者等に隠する「注意事項jを出して指

導しているロまた、解体・改修に関しては、その技

術指針を昭和63年6月に定めており、それに伴う

融資制度もある。阪神・淡路大震災の際にも、シ-

H::よる固い込みや散水等で作業の安全性を確

保しながら解体・改修を行うよう、各地方団体へ

指導した。

参加者との質疑応答では次のようなやり取りが

あった。

0建築基準法を性能規定にした場合に例示につ

いては今後どうするつもり力¥0

回答:性能規定だけでは運用しずらいので、政令

等で性能を担保するための仕様書的な内容を例

示することになると思う。現行の代替品の不燃性

能等を調査しながら、どのようなものを代表例とす

るのが適当か検討していきたい。

0庁舎等、公共の建築物等について、ボイラ室

等で吹き付けアスP ス卜の存在しているところ

についてはどのような対策をとっている力」

回答・建設省の発注した建築物であれば、その設

計図書に基づ、いて安全対策を講じている。

OPタイルの解体について、除じん装置の使用は

指導しているの力」

回答:成形板の解体の場合は散水を指導してい

る。

OPタイルも飛散度か高いのではないか。

回答:調査結果を参考にしたい。

0建設省としては、解体時のアスベスト飛散量に

ついては、現状でどの程度だと考えているの

か。

回答:吹き付けの場合しか想定していないので、

その他については把握できていない。

0スレ トは屋根材として適していないのでは

ないか。踏み抜き事故も多く、労働安全よから

も対応してほしい。

回答:現行の「積雪Jr風圧Jr火災」等に対する基

準には適応しているが、構造上もろくなりやすい

材料については検討させてほしい。屋根の上で

作業をするということは想定していない。

0建設省から工事を発注する場合、その「仕様書」

ではアスベストの使用は禁止されているの力」

回答:禁止されていないが、ノン・アス化の申し合

わせがあり、建設省から建材を指定する庁舎の

仕様においてはアスベストを使用していない。

O建設省の直轄する団地等の場合はどうか。

回答:都営団地等の場合は建設省の補助で都道

府県が運営しており、共通の仕様書を使用して

いる。また、住宅都市整備公団の場合は、建設省

内の管理官室が監督している。

O瓦が地震に弱いという誤った認識のため、コ口

二アルやフルベスト等のアスベスト含有屡恨材

の使用が増加している。 般建築物へのノン・

アス化も指導してほしい。

回答:代替品への誘導はできるが、現状では規制

はできない(規制には新たな知見が必要 悶甘河

という認識である) 。 組↓以
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務づけら恥Lt",いのか。

環境庁:規制緩和の流れの中で、そtu立困難であ

る。

全国連:届出義務違反をどうやって把握していく

つモっか。

環境庁:(自治体で)パトロールを行って把握して

いく。また、阪神・淡路大震災の被災地では危険

な作業についてNGOからの通報が約20件あった

(感謝したいとのこと)が、警察や自治体に通報し

ていただけば調査をすることになる。

改正大気汚染防止法の来年度施行に向けて、政

令等を含めた細部事項をより実効性のあるをのとし

ていくこと、及び、この改正法と労働安全衛生関係

政省令、吹き付け材の石綿含有率判定方法につい

ての新通達等を有効活用して、建築物解体・改修

工事等における石綿粉じん対策の実効性を図って

いくことが期待される。

なお、 3月8日の環境庁交渉では、大気規制課・真

継課長補佐ほか 1名が対応し、石綿対策全国連絡

会議からは冨山洋子代表(日本消費者連盟委員

長)以下11名が参加した。環境庁への要望事項と

前述した以外の回答内容は以下のとおり。

0環境中のアスベスト粉じんの低減計画を策定

し、その実効を図ること。

回答:アスベストに関してはその発がん性が明ら

かであり、今回の大気汚染防止法の改正案にも

盛り込んだq要望のような視点は必要と日頃から

龍哉している。望ましいレベlレはどれくらいかとい

うと難しく、また、一般大気環境濃度レベ)～の測定

値が住宅地域で0.14ポ 1) Yトル(平成5年度)にま

でなっているが、最大では1本を超えるところもあ

るので「気を抜くな Jと指示している。

0大地震に備え、アスベスト使用建築物の調査を

し、その実態を把握すること。

回答:阪神・淡路大震災においては、被災地にお

いてアスベスト使用建築物の点検を行った。以後

の同様な事態においてももちろん調査を行うし、ま

た、今回の大気汚染防止法改正案において、ア

スベストが吹き付けられた建築物等¢解体・改修

作業の事前届出を義務づけているロ

0アスベスト製品の除去・代替化ヘ向け、助成措

置等を講ずること。

回答:除去・代替化については、自動車部品や建

材で使用頻度の高いもの等についてはノン・アス

化が進んでおり、引き続き指導を行っていく。助成

措置については、現状では中小企業金融公庫等

の既存の制度を紹介している。

0アスベスト使用建築物の解体・改修等によるア

スベスト飛散防止対策を強化すること。

回答:今回の大気汚染防止法改正案で義務づけ

たところである。

Oアスベスト対策について、各省庁・自治体・建設

業界等に対してその周知徹底を図ること。

回答:今回の大気汚染防止法改正でアスベスト対

策は一応出そろったかと考えているo生産段階で

は同法による敷地境界基準、消費段階でも、前述

のとおり、自動車部品や建材等のノン・アス化が

進み、今回の改正案で建築物¢解体・改修・補修

に規制がかかる。廃棄段階=は廃棄物の処理及

び清掃に関する法律がある。

現在もそれらの周知徹底に努力しているが、改

正法についてもパンフレッ卜等を作成し、引き続き

行っていく。(全国連からは、中古車用の補修部

品では依然としてアスベストブレーキライニング

が使用されており、また、廃清法ではスレ一時員は

規制対象となっていないことなどを指摘した。)

選時糊齢出品Ll
一 一一 'FllilmïI11i~';

労働省交渉と同じ3月14日には建設省との交渉も

実施され、建設省側は建設防災対策室・金子課長

補佐、環境調整室・浅野課長補佐ほか2名が参加、

石綿対策全国連からは里見事務局長以下8名が参

加した。要請事項と回答は以下のとおり。

0建築基準法から、石綿スレト及び石綿パーラ

イト板の記述を削除すること。

回答 JISなど他の制度において消えていることは

承知している。石綿スレート及び石綿パーライト板

は、施行当時の代表的な建材として例示したもの

である。諸外国では性能規定になっていることも
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神奈川労災職業病センターの労働基準監督署交渉

議
12監督署をまわって労基時へ

神奈川県にある全労働基準監

督署をまわった。この問、いろいろ

な問題が生じる度にその労基署

と交渉してきたい基準局とも毎年
交渉を行ってきたoしかし近年、労

働基準局の局としての機能が落

ちていると感じざるを得ない。話の

中身のレベルの低下の一方で、人
数制限、杓子定規の発言など形式

にこだわる姿に、行政の堕落と危
機意識をもった。昨年はかf必前に

文書で要請したにもかかわらず、

ほとんど準備をしていない局の姿
勢は変わらなかった。そこでまず、

現場によ切丘いすべての労基署と

きちんと話し合うことにした。

かつて鎖灸治療制限3 7 5通達

による被災労働者大量打ち切めに
抗して行われて以来、 1 0数年ぶり

の試み。この不当な通達が撤回さ

れた今年、再び労基署を封コるの

もなにか因縁を感じる。今後は毎

年行う予定。

すべての労基署をまわって、そ

れぞれの特色ある職員の対応に

感心したり、あきれたりした。統計

資料と、各々の労基署をまわって

議論になったこと、興味深い事柄 法就労云々というのはちょっと違う

を紹介する。 のではないか」と次長がコメント。

|@横浜南 |港や建設現場で後を絶たない
労災隠しについて。署は「厳しぐ指

2人の次長、主任監督官、労災

課長と記録者が出席。団体側は、
港湾被災者の会から2 0名ほど参

加したほか、全造船、カラパオの
会からも。

外国人労働者の労災について、
「特に統計あとっていないJ(どこの

署も同様) 。これに対して、カラパオ
の会から、通訳や翻訳でずいぶん

苦労している。その実態を認識し

てをらいたい、改善が必要な点は

多い、そのためのデータが必要な
ので可まないかとの意見が相次い

だ。また、外国人労働者の場合、社

宅に住んでいる乙とも多く、即時解

雇、即時立ち退きを求められること
もある。東京のある労基署では、こ

のようなケースでも、「不法就労を

助長する」として何もしないとカラ

パオの会からの訴えロこれに対し

ては、「細かいことはわかりません
が、もちろん労基法違反のこともあ

りますし、まあ人権問題でしょう。不

導するj。これま労基局からこの1
4年間かされる回答と同じ。もっと

具体的な対策、やはり徹底した処

罰、とりわけ元請会社宅罰する必

要性を強く求めた。神奈川シティ

ユニオL組合員のパクさんの労
災について、事故からすでに1年

あまり経過してまだ決定が下りな

い。そもそも直接雇用主が逃亡し
てしまい、元請会社なども責任を

押し付けあってまともに対応しな
いのが遅れの原因。「近日中に決

定する」との回答を得て、後日通

勤災害認定の決定を受けた。

|@横浜北 i
墜落、転落の事故が多く、とりわ

け建設業で目立ち、死亡災害の8

割から1 0割近くを占めるらしい(全
国平均は4割、神五割1問。割) 。こ

の防止がやはり最大の課題であ

るとのこと。

振動障害の患者も11名いるが、

労基署 死傷者数 外国人 石綿疾患 じん肺 脳心疾患 振動障害 申告処理 違反事業所 書類送検 石綿除去

横浜南 984 (12) 1-0 9 0-2(6'2) 3 260 1.30056% 4/0 9

横浜北 1.062 (10) 10 ←。1 10 1-2(5・6) 1 1 241 1.18755% 3/2 12

鶴見 338 (2 ) 1-0 24 一口1(2・0) 。 76 567 55% 1/1

横浜酉 717 (3 ) 5 口一日 18 0-1 (2・0) 5 90 622 51 % 日11 3

111崎北 424 (9 ) 2 0-0 2 一日1(2'0) 。 115 1,02049% 1/6 2

111崎南 585 (19) 6 1-0 12 0-5(1・0) 。 134 692 50% 31日 6

厚木 970 (14) 13 2-1 13 0-2(3'1 ) 6 155 74旧 68% 21日
相模原 720 (3 ) 5 日一日 5 0-2(3・2) 5 140 682 53% 1/1 。
平理 576 (2 ) 2 o- c 11 日一日(0・ 2) 。 56 282 56% 日10 3

藤沢 682 (3 ) 10 。一日 3 0-2(1・1) 2 140 600 60% 日11 5

IJ¥田原 467 (5 ) 0-0 47 1-0(2'1 ) 6 6C 415 70% 日11

横須賀 452 (7 ) 3 7-2 42 O-O( 0) 3 100 472 44% 2/1 4

(注)①「死傷者数JI,t労働者死傷病報告書に基づくもの。横~南、横浜北、横浜西、相模原、平塚、横須賀は、平成6年の数

字、他は平成7年。 ( )内は死亡者数の内数。
② 「外国人Jは、労働者死傷病報告書に記載された名前から外国人ではないかと類推した数字。
③ 「石綿疾患」は、石綿による肺がん・悪性中皮腫の「申請件数認定件数J, 
告「じん肺Jは、じん肺管理区分4及び合併症による療養者数。 
喧「悩じ疾患」は、 「業務に起因することの明らかな脳・心臓疾患Jの「業務上件数一業務外件数 (1995年2月の認定基準改 
E以降の請求件数以前の請求件数 )J

喧「振動障害」は、振動障害¢労災補償受給者数。
⑦ 「申告処理」は、申告処理件数。
@f違反事業所」は、労働基準法・労働安全衛生法違反事業所数及び違反率。
⑨ 「書類送検」は、 「労働基準法違反/労働安全衛生法違反」による書類送検件数。 
⑪「石綿除去」は、 1995年7月施行の改正労働安主衛生規制に基づく石綿等力吹きつけられた建物の解体・改修工事の際

に石綿等在除去する作業として届出がなされた件数。

ほとんどが地下鉄などのずい道

工事従事者、遠隔地の在住者が
多いとのこと。

外国人労働者が労災に被災し

たときなどに、パスポート確認はし
ていない。もちろん日本人、外国

人間わず、不正受給の疑いがあ

るなど本人確認が必要なときには

するが。これは統一見解のよヨだ。

それなりにきちんと話ができて

いるにもかかわらず、そのムードを

一気にぶち壊す事態が生じた。

外国人労働者の場合、意志疎通
のこともあり、安全教育など難しい

面もあるのではないかと、全造船

の組合員が指摘したところ、主任

監督官が「言葉がわからないの

は不法就労であることが多い。そ

ういう場合はやめてもらうしかな
い」と横暴な言い方。「インドなん

か3 0もあるんですよ。全部やるな
んて無理です」とも。そういう言い

方はおかしい。労働条件明示の

問題もある、いちがいには言えな

い、やめてもらうしかないというの

は初めて聞きますよと、事務局川

本が反論。するとますます腹を立

てて、「やってるんだって。ハング

ルとかポルトガルとか作ってる」と

感情的。それを知っているからこ

そ、なんで不法就労やめてもらう

しかないとか、そんな乱暴な言い
方をするんですか、と努めて平静

に対応するが、ますます「そんなこ

とは言っていない」と興奮冷めや

らない。みんなあきれるしかない。

どうt労働者と普通に話をした

経験があまOないようで、人の話
を全然聞いていない。突然喧嘩
腰で話を一方的にする。とりあえ

ず現場の話を謙虚に聞く姿勢が

行政の前提だι思うのだが。

l8J iI崎北 |
海外で年金を郵古しているテ」

スは、パキスタ>で障害年金を受
けているモハメド・イクバルさλま

じめ、全国で2日0件を越えている。

年金受給者に義務づけられてい

る定期報告書について、せ' 1 i Jて英

語版のものが必要でTまないかと以

前から要請しているがいまだに実
現していない。署の印象では最近

は外国人労働者のケースは減っ

ー～勺3334
妥潟



で呼び出しを受けた。 30名ほどい
る仲間にはそんt"'tのがきていな

いのに自分だけどラしてくる¢か。

極めて事務的に処理してLまった
ためと、署側は謝った。また、港湾

被災者は、ほとんど毎月定期的に

かつ同時に書類を提出している。

ところが、支給される時期がまちま

ちで、ひどいときはいつもの月止り
20日くやらいずれる人もあった。抗

議するとだいたいきちんと支給さ

れるようになったが、やはり給料と
同じ性質をもっ休業補償が、事務

的理由だけで遅れるのはとんでも

ない話だ。鶴見だけではTよく、横浜

北、横浜南労基署でも包ぎ亡いる。

港湾労働者が認定闘争を行い

認定をかちとった経過、通院治療
できる医療機関が限られているこ

むなど、認定闘争時を知る職員が

いなくなってきていることもあり、労

基署の理解が十分ではない。

@横浜西

あま町大きな労基署ではなく、話

し合いもプレハブ。労災認定や会

議もここでやるようだが、立て替え
の予定はまt;e t,"いとのこと。お茶を

出してくれたから(ここと小田原だ
け)言うわけではないが、誠意を

もって回答してくれた。
安全を指導する第2課長が以

下のとおり発言。やはり建設業の

安全を中J心に監督していきたい。
また、第3次産業には労災未加入

事業所も多く、時間短縮も進んで

いないので、特に力を入れていき

たい。相談の件数はここ数年増

加しており迅速な処理で労働条
件向上に努めるロ外国人労働者

の相談では、やはり言葉がうまく

伝わらなくて苦労したこともある。

|@相模原

ここは統計資料をきちんと用意

していた。規模別や産業別で円
グラフまでつくる丁寧さ。

労災のうち製造業の比率が高

いことがあげられるが、たまたまそ
の年がそうであっただけかもしれ

ない、特に事業所数で製造業が
多いわけではないとのこと。目立
つものとして第 3次産業で新しい

機械が入つできてそれによる事故

が多い。建設業の現場責任者を

集めて、安全指導の会合を他署
よ咲»頻繁に開催していること、平
成6年に相談が増えたので、 7年

は特に監督をしっかりしてきたこと
が特徴と言えば特徴。

外国人労働者カ E帰国後に補償

を受ける際に、異常に持聞がかか

ることを指摘。李さんの場合は、す

でに業務上が決定している之助、
かわらず、 9月に休業補償を請求

してから4か月以上たった1月終わ

りに、主治医の意見書を求める書
類が送られてくる始末。意見書を

求める話はすでに10月からなされ

ていた。まったくいいかげんにして

もらいたい。課長はヲ: c予てのみで、
のれんに腕押しのような態度。

@平塚

労災の統計の取り方は必ずしも

決まっていないことが平塚署でわ

かった o局で統計を整理している
だけで、署はそれぞれの判断で必

要に応じて処理してしえようだ。相

模原でグラフにまでしている規模

別統計はとっていないし、こ掛な

原因も必ずしもとっていないらし

い。だから質問しても「わからない」

という回答が多かった。民間団体|
に公開するしないは別にして、少

なくとモ労基署の監督するうえでの

テーータとして統計はこ封くとった
方がいいと思うのだが。

製造業で¢事故の比率が高く、
その対策カ塑封1る。 50人以上の

事業所に対して安全衛生管理計

画を立てるよヨご指導しているとの
こと。しかし前述したように、規4藁別
統計をとっていない。ちなみに中

小零細事業場での比率が高いの
は明らか。相模原署の統計による

と85%が 50人未満の職場で起き
ている。こういうこともあるので、や

は1定ちんとチクに基づいて監督
指導してもらいたいものだ。

@藤沢

ここでは初めて署長が対応し
た。さすがに全体のことから細か
いことも話す。藤沢署は80万人あ

まつの労働者、 2万事業所を所轄し

ている。要請書前文にある規制緩

和については、署長の個人的見
解と断りつつ、労基法は規制のな

い頃の事態を反省してつくったも
のであることを忘れてはならない

と恩うとのこと。

第3次産業の労災が増えている
が、例えばファミ,～一レストランのス

ライサーなど、従来の工場の機械

とはかなり違ったものが出てきて、

対策に工夫が必要である。監督官
の封つる事業所比率力;～'2.5%で、全

国平均。 ) 4%を大きく下回るため、

なかなか十分に民督できない。

外国人労働者の労災は10件く
らい。 3、4年前から外国人を雇用

する事業主らが集まって勉強会
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ているとのことだが、実現に向けて
@川崎南

改めて局に求めていくとのこと。

書類送検カ汀件と他署と比べて

多く、そのうち安全関係が6件。建

設業¢個別監督を重点的に行う。

1 2労基署の中で最も対応が悪

く、生じている問題もお粗末なの

が、ここ川崎南だ。以前から神奈

労働時間短縮についても、建設 川シティユニオンの要請に対して

業を主力に指導していくとのこと。 ひどい対応を繰り返していたが、

|@厚木
やはりそのひどさカ可車認された。| まず、陳情申込票という用紙に

厚木では、地元から、七沢リハ

ビリ労組、東洋製作所労組、大和

職業病をなくす会など多数参加。

厚木のアスベス!被害を考える会

にたびたびお世話になっていると

いうことでユニオン横須賀から、ま
た、東京東部労災職業病センター

からも参加があった o
前年度」ゴ別立減少したとはいえ、

労災事故数ω県下トップ。建設な

ども多いのだが、特に製造業の「非

定常時災害Jが多いらしい。その
ため修理などの手順をマニュアル

化するなど指導しているとのことー

また、東名高通草路の出口があっ

て、交通事故も多い。
鎖灸については新通達がまだ

届いていなしミ(当時)が改正され

ることは間違いないロ過去の分に

ついては検討中とのこと。七沢リ

ハビリ労組から、通達が出てから

10年以上たって、裁判闘争でよう

やくここまできた。その責任を十分

認識してもらいたいと発言。
東部労災職業病センターに相

談のあったケースは、労災隠しを

労基署が黙認していた可能性が
あるもの。現在調査中とのことだ

が、きちんと対処しなかったことは

間違いない。

2時間あっという問にすぎたが

時間が足りなかった。

記入して提出せよという。他の署
では頼封1もしないし、そもそも意

味がない。次長は、「局の内規で

そうなっている。日時等の確認で

必要」と言う。しかし基準局でもそ

んな指導は特にしていないとい

う。確認というが何件くらい陳情が
あるの由、と聞くと、昨年は神奈川シ

ティユニオンだけとのこと。つまり
年に2、3回しかない。あきれでもの

も言だよい。統計資料も他箸と比

べて 番簡単なもののみ。もちろ

ん事前にコピーして用意などして
いない。労災課長の話し方も最も

ぶっきらぼうで、聞かれるから仕方
なく答えるよ女主、非常に不愉快そ

うな言い方。確かにそういう性格も

あろうが、そもそも普通に話をしよ

うという態度ではない。

当日参加した神奈川シティユ

ニオン日進サービス分会からも、

労基署への不信が語られた。とい
うの弘先日会社から「労基署の監

督官から、『ユニオンが労基署に
集団で押しかけるので困ってい

る。なんとかやめさせてほしい』。
不当な労働組合活動などとも言っ

ていたよ」等と言われた。これか事

実だとすれば重大な問題であり、

労基署と会社がいかに馴れ合っ

ているかを示す。署としては、調査
して後日回答するとのこと(後日

「本人に確認したところそういう事

実はない」との電話があった o 真

相は薮の中だが、火のないところ

には煙は立たない)。
頚肩腕障害者への聞き取りが

高圧的であったこともそうだが、他
の労基署ではまず起きていなしミよ

ヲ立こむが問題となっている。職員

個人の問題というよ防署全体の

姿勢の問題ではないかという印

象を受けた交渉だったo あまり中
身のある話はでき7よかった。地域

の特徴としては、製造業が多いこ

と。労働団体や災害防止団体の

活動が活発であるとのこと。

@鶴見

次長がかつて労働基準局にい

て交渉の窓口をしていた。当時
は、人数制限や交渉するレないを

含めて、不誠実な対応をしていた
張本人だったが、次長としてはか

なりまじめに取り組む姿勢が感じ
られた。発言からいくつか。

「労災発生件数そのものは減っ
ている。しかし不況による事業の

減少も考えられる。景気の変動と
は関係なく労災防止に向けてが

んばりたい。具体的には転倒災害
がけつこう多いが、これの防止は

なかなか困難である。 Jr駒岡地

区など中小零細企業の監督指導

を重点的にやりたい。 Jr外国人労

働者で、イランの人だったと思う

が、相談に来た。『サービス残業」

のことを言ってると思ったら、どう

やら『差別』と言っていたことが後

で考えてわかった。本人ち不満そ
うに帰っていったので=残念。やは

り言葉は難しいなあと感じた。 J
港湾被災者の一人が突然葉書
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属議刷機関遂の賜報告 ! 三三|

恒主ター共同の東京労働基準局交渉

鰭蕗賦
現場の具体例挙げて開題点を解決

東京東部、三多摩、神奈川の3
労災職業病センターでつくる東京

労災職業病センター連絡会議で
は、前年 (1994年7月、 94年 12月

号参照)に続き昨年 10月 23日に、

東京労働基準局との交渉を行っ

た。時間的制約のなか十分な交
渉とはならなかったo交渉議題の

取り上げ方についても、実効性を

もたせる工夫が足りなかった幻惑

じる。申告才古点をまとめ、あわせて局
が開示した情報をお知らせし、今

後の行政交渉の糧にしたいと考

える。

交渉項目が、統計資料の開示
要求、窓口対応含め具体的な事

務手続上の問題や「行政手続法J
に関して等37項目と多岐にわたっ

ていた。これに対し局の用意した
時間は1時間半(実際は2時間ゃっ

たが)と短かったo重ねて事前折

衝を行ったにもかかわらず、回答
内容カ靖E布資料の内容の域にと

どま幻、われわれ約百用てきる回答

を号倍出すに至らなかった。この点

については、局との事後折衝で、
次回からの改善が見込まれてい

る。

交渉項目でも、局の施策をめぐ

るモのム事務手続上の問題点ム
時期を分けて行うことを考え、今

年の課題にしたい。

今回の交渉では、個別労基署

での不当な対応を、具体的事例

を取り上げて突き出した。事前折

衝の段階で局が調査し、そのた
め労基署の対応に変化がみられ

た事例もあった。いくつかのやり

な行政をぜひ行ってほしい。

［回答労災管理課］調査確認を

要しない事案については、でき
るだけ速やかに支給するという

のが基本lcなっている。指摘の

ような事案のないよう、今後とも

監督署に対して指導していき
たい。

!醐灸治療 |
［事例池袋労基署 ］6年ほど療養

取りを紹介しよう。

|@保検給付の迅速化 |
［事例渋谷労基署］病院を3か所

転医した事例で、請求書のとれ

たところから請求を行った。事

故の概要・経過については事
業主から説明を受けているにも

かかわらず、請求が全部出て

している頚腕被災者宅に、 1、2

年測と突然詰苦をかけできて、

どういう治療をしているか問い
合わせてきた。「鎖灸 IJcJと答

えると、 「こんなに長ぐ織をしてい

る人は聞いたことがない」と言わ

れたロ被災者の実態、療養の現
実を認識していない発言であ
る。

から支給するということで引き
延された。

［事例三回労基署］休業補償請

求を受理した労基署が、給付

基礎日額の算定に当たり残業

代の未払を突き止め、是正を指

導し算定し直させた。このよう

［事例亀戸労基署｝症状固定後、

はり・きゅう特別援護措置を申

請しようとしたところ、「労災で

鍛灸治療を行った者は特別援

護措置の対象とはならない」と

言われ、追い返された。制度に

ついて周知徹底されたい。
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をしているので、それに顧問的に
参加している。外国人労働者自

身からの相談は5人未満。
地域産業保健センターが藤沢

にあるが、健康相談は2年間で2 0

件あまり。訪問事業所も6 0くらい

で、言うの切;6 、ずかしい程度の利

用しかない。 P R不足かι思うoそも

そも平日の昼間しか相談受付を

しておらず、普通労働者は相談で
きない。それにして臼0件はあまり

にも少ない。ちなみに労災職業病

センターですら、「健康相談」は月

通常は4日件くらいであったことを

考えればやはり多い。

市扇子一一寸
全造船浦賀分会から独自の申

入書が提出された。非常に労災

事故が増えている現場の状況を
訴える発言が相次いだ。また、石

綿じん肺裁判では労働省が状定
したじん肺管理区分すら争おうと

する、被告住友重機へ¢指導を

要請。正式な回答は後日改めて

するとしながうも、たしかに事故が

に 10 件くらいある。

1- 小田原
多発しているという認識は署をあ

るとのこと。現場労働者からは、監

督、指導というけれどいつも事前

横浜から一番遠い小田原へ。
温泉地を管轄することもあり、ホテ

ル、旅館などでの災害が多い。階
段から落ちたり、慌てて転倒した

りといった「行動災害」の比率が

高く、防止Vよかなか難しい。他に

食品加工業も多いことも特徴。
じん肺患者も4 7名と多い。多く

が新幹線などのずい道工事に従
事した労働者。真鶴の石工の患

者さんも。
監督事業所の違反率が非常に

高い。これは監督官の厳しさによ

る、正直言って人によってずいぶ

ん違うと、 1課長は語る。自分を含
めても3人しかいないが、口頭で

すませることなく指導票を出し、改

善報告を求めている。
過労死は、 1995年2月以降1件

が業務上認定。新認定基準のお

かげで業務上認定できたといっ

てもよいと第3課長。

申告数は6C件とそれほど多くな

く、都市部に比べて雇用が安定し
ているためで百はないか。それでも

にわかっているから、会社はその

日、時間にあわせて違反のないよ

うにしているだけだ。モっといきな
りやって来るような指導をして屯ら

わないと意味がない、との声。署

も、造船所は下請協力企業も多く、
それを集める必要があって事前

に伝えることもある。ただし突然の

監督もやっている、いつも事前に
言っているわけではないと力説o

署としては神奈川で唯一労災

事故が増加している。建設業の

労働災害防止、造船業での防じ

ん対策が重要課題であるロ
一方で、監督した事業所の違

反率が非常に低い。これほどうし

たことか。課長も、局からも課長の

事業所選択がよくないのではな

いかと指摘されていると、言い訳

に宅ならない発言。対応ぽノフトで

誠実だが、もう少ししっかりしても

らわなくては困る。

@職業病

どこの労基署でも職業病の統

計は分類して特にとっていない
が、数十件でほとんどが災害性

腰痛。労災給付の方は災害、職業
病と制こ分析せず、労働基準局で

統計処理している。

@石綿工事届出

建築物の吹き付け石綿除去工

事の届出は昨年6月から義務づ

けられた。しかしどこ¢労基署で

もあまり届出がなされていない。こ

れはやはり周知徹底が不十分な

ことによる。 1年目にしてこの数字
では数年でゼロになりカ寸ユない。

|@過労死

神奈川では、新通達が出され

た1995年2月以降、特に申請件数

も業務上認定件数も目立って増

加していない。全国的にみると、

業務上認定件数が倍増以上の
勢いである。申請そのものも特に

増えた様子はない。そもそも業務

上の可能性の少ないものについ
て、窓口に相談に来た段階で認

定基準の説明と称して、申誘をあ

きらめさせるよう「ぷす応をしている

ようだ。とりあえず申請を受け付す
るべきであり、改善を求めていか

ねばなるまい。

@はりきゅう

ちょうど交渉途中の3月初めに

各労基署に新通達が届いた。 14

年ぶりに鍍灸治療の期間制限が

なくなる。ただし過去分について
は検討中とのこと。早急に支給し

てもらいたい。また、これも新通達

の周知徹底が必要。

(神奈川労災職業病センター)
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管理

環境管理監査システムと労働安全需生を考えるパートH

中地重晴

本誌9 6年4月号に環境管理監査システムの国際
規格化と労働安全衛生の規格化の動きについて報

告しました。その後筆者が得た情報について簡単

に志とめてみました。まず、 I S O (国際標準化機構)で

まとめられている環境監査システムの国際規格I S O

14000シリーズについては、今秋にも規格化される

のはほぼ確実ですが、同時に、日本語に訳したもの
を環境］［Sとして日本工業規格に取問主むことも準備

が進められています。

ここで重要なことは、いままで筆者は、環境管理監

査システムと呼んできましたが、通産省工業技術院

の見解で、環境管理と言った場合、排水や排出ガス

の管理を連想させるため、本来の経営者のツールと

してじた管理システムであることを明確にするため、環

境マネジメントシステムという用語に統一することが

決定されたようです。すでにIS014000の対訳が日

本規格協会から出版されていますが、筆者もこれか

らは環境マネジメントシステムを使うことにします。
労働安全衛生の国際規格化については、 ISOの

会議には日本代表として工業技術院標準企画室と

中央労働災害防止協会から委員が出ているようで

す。また、日本工業技術標準調査会の委員会の中

に、 O H S分科会が2月に設けられました。

正式には「労働安全衛生マネジメントシステム分
科会jという名称、で、吉津正筑波大学教授を委員長

にし、学識経験者、通産省、労働省、経営者団体、関

係業界、中災防、連合などから委員が選ばれていま
す。

労働安全衛生の管理システムを検討するのであ

れば、労働省主導で労使利害関係者が対等の関

係で検討する委員構成にするのが原則だと思いま

す。委員の名前をみているとあくまで耳Sの主務官庁

である通産省主導で、 18名の委員の内訳は、業界
代表と経営者団体からの委員が多く、労働者代表

は1人、労働省関係者は少数で、労働者保護という
立場が希薄な感じを受けます。

マネジメントシステムとして経営者のツールという

側面だけが強調されており、審議内容には十分注
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給付金のネコババ、という事態

が発生した。虚偽の労災申請に

対し、労基署はそのまま処理し

てしまった。現在申告を行って
いるが、再発防止策をどう考え

ているのか、申告人が経過を問

い合わせたところ、調査中との

回答のみで、教える必要はない

とつっぱねられた。

［ 回答監督課］労災隠しについて［回答監督課］労災隠しについて

［回答労災管理課］錬灸治療に

ついては本省で検討を行って
いる(前号参照)。結果が出る

までは現行どおり。皆さん方に

も、私どもにも、よい結論が出れ

ばと考えている。特別援護措置
の対応については誤解の生じ

ないよう指導していきたい。

1- 外国人労働者

労働行政を許さない、ひ 阿Ir.!
とつのやり方だと考える。 魁ム...

(東京東部労災職業病センター)

@東京労基局1 9 9 4年統計から

。休業4日以上の死傷者数
13,685人(前年比2. 3 %減)

O死亡者数 135人(前年比 8.2

%減、過去最小とのこと)

。死亡災害の原因

［要請事項Jr不法就労者の実態

調査」と称して、労基署窓口で
パスポートの写しをいまだに要

求している。このような「調査」

がいかなる指示に基つ冶のか

明らかにしたうえ、パスポート提

示をやめさせること。
［回答監督課］東京局としては入

管への情報提供等一切してい

な治。
［回答労災管理課］本省労災管

理課長・補償課長連名の事務

連絡に基っき、「不法に就労す
る外国人に係る保険給付請求

事案Jについては、その概要に

ついて本省あて報告していると

ころ。その際、被災者である外
国人の状況(氏名、性別、国籍、

生年月臼、在留資格)について

把握する必要があり、パスポー
トの提示方をお願いし、協力を

いただいているところです。な

お、パスポートの写しを要求し

ているとのことですが、従前よ

り、写しの提出を強要することは

ないよう指導しているところで
すが、今後も周知していきたい。

1- 労災隠し i

［事例向島労基署］災害発生状
況創為り、元請の保険を使わず、

は、最も厳しい対応をするよう 墜落・転落 36.3%

署に対しても指導しているし、 道路その他交通事故18.9%
署においてもそれぞれ適切な 挟まれ・巻き込まれ 8.1%

対応をしていると考えている。 。脳疾患業務上認定の内訳

東京局においても、毎年、労災 1994年度

隠し、死傷病報告の件で何件 5件(1号4件、 9号l件)

か書類送検している。「事例」に 1993年度

ついて、頭からつっぱねること 3件 (1号2件、 9号1件)

は問題かとも恩う。署について O心臓疾患業務上認定の内訳

は指導するようにするが、調査 1994年度

の最中に詳細に答えられない 2件 (1号1件、 9号1件)

ことがある点については理解を 1993年度1件 (9号1件)

お願いしたい。 。脳 ';L'!葺疾患認定基準改正後

局は各労基署での対応から発 の認定数 4件

生する問題を、われわれが指摘 。外国人労働者の労災補償状

するまでは知らない。それだけに、 況

署での不当な扱いについては、 1989年度 92人

署段階でしっかりと交渉に取悦E 1990年度 68人

み、局の見解を引き出す必要が 1991年度 89人

ある。 1992年度 64人

また、われわれは行政の気付か 1993年度 62人

ない点、対応の仕方がわからない 内訳イラン 20人

ことを知っている。最近では外国 パキスタン 8人

人労働者問題などは典型だろう。 パングラディシュ 5人

行政への積極的な提案から、制 中国 5人

度・対応が変わってきている。 C快適職場形成促進事業の実

署交渉から局交渉、そして本省 績 1事業所のみ

へ、また、本省から局、各労基署 。社会復帰対策要項の実績数

へと成果をもっ交渉に取悌Eんで が少ない。昨年度はわずかの

いきたい。それが、法制度の有効 方が元の職場に復帰悶T市
な活用につながり、いいかげんな したと聞いている。 魁』且
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3管理規定 1

] 4.管理組織と i
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': 18災害原因分析1

!1 9.緊急時措置 j

注了子玉'V:J IJ支トゐ語分昏7

図1 安全衛生管理システム

意する必要があります。今後の予定は、 ISOのワーク

ショップが9月にジュネーブFで開催されることになっ

ています。

I S Oの労働安全衛生マネジメントシステムの分科

会の事務局は工業技術院標準企画室と中災防新

事業推進室が担当しています。中災防では、 ISO

9∞ oという品質管理・保証システムの国際規格化を

受けて、現在作成中の環境マネジメントー監査シス

テムの IS014000などを参考に、安全衛生管理をシ

ステムとしてとらえ、評価しようという取悌丑みがはじ

められています。

いままではゼロ災運動にみられるように、安全衛

生活動と言えば、「無災害記録。。日」という「結

果Jが重視され、本来なら休業災害になるような事

故が起きても、何とか労働者を出勤させ、不休災害

とカウントするようなことが多くの企業で行われてい

まLた。ゼロ災運動に代表されるような中災防による

労災防止活動の矛盾点は多くの読者が実感されて

おり、くわしくは述べませんが、問題点が多いことは

わかっていただけるι思います。

中災紡は昨年秋から「安全衛生管理活動評価制

度J(以下「評価制度」臼略す)を提案しています。こ

の「評価制度」は、ゼロ災を実現したかあるいは災

害の減少状況といった「結果Iにより評価するので

はなく、安全衛生管理の「仕組みの有無J、 「仕組み

の有効性」、「仕組みの機能状況」を評価するのだと

しています。ゼロ災運動からすれば前進ともとれる

のですが、うわベだけ環境マネジメントシステムを

取り入れただけで、本当に労災防止に役立つのと

疑問をもっています。その問題点についてまとめて

みました。

@誰のためのシステム化なのか

まず、中災防の「評価制度jは、「安全衛生管理の

システム化」という観点から評価を行うところにある

と、雑誌「安全」の95年 10月号に述べられています

が、本当にそうなのか疑問です。図1のように「具体

的には、 P D C Aというサイクルによって安全衛生管

18 安全センター情報9 61:手6月号

理活動が整理され、実行されているかどうかを評価

することである」と説明されています。品質管理や環

境マネジメントで行われているやり方を模倣してい

るのですが、根本的に違うのは、その主体管理組織

が明確にない点です。

品質管理や環境マネジメントでは、企業体の経

営トップが自ら責任者になって、品質や環境に関す

る管理組織をつくるといういわゆる「トップダウンJ型

の組織体制になっています。労働安全衛生管理に

同じ組織を当てはめてよいのでしょうか。労働安全

衛生法などに基づいて、各企業は総括安全衛生管

理者を選任していますが、経営の責任者が就任し

て実務をこなしているところはまずありません。安全

衛生管理を軽視している面もありました。

従来から安全衛生委員会が年間目標や安全衛

生活動の実行主体になってきましたが、労働者保

護の観点から、委員の半数は労働者代表として選

ばなければいけないと法律で定められています。い

わゆる「ボトムアップ」型の組織構成になっていま

す。これと真っ向から対立しています。

トッフqダウンによる経営者主導の管理組織は、現

行の労働安全衛生法などに基づく安全衛生活動を

否定しないまでも、労働者保護の観点を欠落させる

可能性もあります。

8PDCAサイクルとは

結論めいたことを述べましたが、中災防の「評価

制度JのP D C Aサイクルについて簡単に説明してお

きます。

PはP l a nで、年間の管理目標や実施計画をさし

ています。環境マネジメントでは、 PI阻を練る前に、

経営トップによる環境憲章や環境方針と言われるも

のを、経営方針の一部として明確化するよヨこなっ

ています。「評価制度」では、その点をあいまいに労

働安全衛生管理に関する事業場運営方針とぼかし

ています。本来なら経営方針として労働者の健康に

ついての項目化が必要になります。

DはD oで、決められた計画に基づいて、労働安

全衛生活動を実施することです。安全パトロールや

健康診断を受けるなど、みなさんが普段行っている

活動のことをさします。

CはC h e c kで、実施した活動の達成状況を評価

することです。社内のメンバーによる内部監査や、第

三者による外部監査も行うこともあります。また、「評

価制度」では、点数による重みづけで管理活動を評

価することとされていますが、この方法がよいのか

どうかは十分検討する必要があります。評価を点数

化してしまうことと、本当に緊急性や改善の必要の

ある事項をど労由出するのかは慎重に行う必要が

あると考えます。

この「評価制度jでは、中災防による評価が外部

監査に当たるという意味のことが述べられています

が、各企業の安全衛生担当者の車齢哉である中災防

は当事者とは言わないまでも、関連性があり、外部

監査を実施する公平中立な第三者とは言えjないと

考えられます。

AはActionで、評価した場合、改善や見直しを行

うことを意味します。環境マネジメントの目的は、企

業活動の持続可能な発展のために、目標の見直し

を繰り返すこと、継車1 [ .6守な改善にありますから、ここ

でいうActionは、必要なあれば改善や見直しを行う

ということではありません。本来ならば、 PDCAサイク

ルは、ひとつの完結したサークルではなく、らせん的

なサイクルであるべきで、労働安全衛生管理を継続

的に改善していくというパフォーマンス性が重要で

あることをさしていると考えるべきでしょうo

この「評価制度」では、労働安全衛生法で規定す

る安全衛生委員会の位置づけがあいまいです。前

述したようこ、安全衛生委員会は労働者代表から半

数の委員を選ばなければなりません。経営主導によ

る管理組織とはt性格が違います。また、安全管理者

や衛生管理者を労働組合から選出するよう努力さ

れているところも多いと思います。

Ch配 kで述べられた監査を実施する場合も誰の

ための監査かという問題が出てきます。というのは、

労働安全衛生管理は、経営者のためだけにあるの

ではなく、職場で働く労働者のためにもあるわけで

すから、品質管理や環境マネジメントのように、経営
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労鱒基準法研究会が報告

「労働者」であることは、すなわち労働基準法・労働安全衛生法や労災保険法の適用を受けられるということで
ある。労働基準法第9条で「労働者」を「使用される者で、賃金を支払われる者をいう」と規定しているものの、具体
的な判断となると容易でない事例も多くなってきている。

この点について、 1985年12月19日の労働基準法研究会第1部会(労働契約関係)報告「労働基準法の『労働者』
の判断基準について」では、「普遍的な判断基準を明示することは必ずしも容易ではなしりとしながらも学説、裁
判例等を整理し、 rr労働者性』の判断基準Jとしての「使用従属性 (r ,指揮監督下の労働Jl:: r報酬の労務対償性J)

に関する判断基準」と rr労働者性』の判断を補強する要素」をまとめている。また、それに基づき、「傭車運転手」と
「在宅勤務者 Jについてのより具体的な判断基準を示した。

その後、 1993年5月10日の労働基準法研究会労働契約等法制部会報告「今後の労働契約等法制のあり方に
ついてJでは、「個別の事案に即して総合的に判断せざるを得ないと考えられることから、現状においては例えは許
告示等により『労働者』の範囲を定めるといった一義的な明確化のための方策を講じることは困難Jとして、上記
1985年報告「によ切重用することが適当である」とした。

1996年3月25日にまとめられた労働基準法研究会労働契約等法制部会労働者性検討専門部会報告「建設業
手間請け主事者及び芸能関係者に関する労働基準法の『労働者』の判断基準について」は、 1985年報告の「判
断基準Jに基づきながら、「建設業手間誇け従事者」と「芸能関係者」についてのJゴり具体的な判断基準をまとめた
ものとされる。今回はこの報告の全文を紹介する。

第1検討の趣旨

労働基準法第9条は、その適用対象である「労働

者」を「使用される者で、賃金を支払われる者をい

う。」と規定しているが、具体的な事案についてこの

「労働者」に該当するかどうかの判断は必ずしも容

易ではない。この点に関しては、昭和 6 0年に労働基

準法研究会報告「労働基準法の『労働者』の判断

基準について」が出されているが、なお、労働者に

該当するか否かか守問題となる事例が多くみられるこ

とから、平成 5年の労働基準法研究会報告では、当

面、この判断基準により運用し、行政としても、より具

体的な運用基準を作成することなど、引き続き判断

基準の明確化に努めることが適当であるとされて

いる。

このような状況を踏まえ、労働省から当専門部会

に対し、特に労働者性の判断について問題となるこ

とが多い建設業手間請け従事者及び芸能関係者

について、昭和6日年の判断基準をより具体化した判

断基準のあり方についての検討が依頼され、当専

門部会として検討を重ねた結果、以下のような結論

に達した。

第2建設業手間請け従事者について

I はじめに

『手間請けJとは
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［実地調査の約B週間前 (1日)J

〔事業所→中亥函ー〕

c豆豆匡空埜i'iT J

|関係書類の事前検討I(cpj jill Jj
「言葉商二平一一中災防〕

)

［実地調査前1～2週間 (3目前)J

a 事業所概要の把握
b安全衛生活動の概要の把握
c 安全衛生活動の書類語査
z 一---, (3日前)

実地調童二一J (2班構成) 了両扇面言葉同庁〕

a事業所幹部からの閣取り
b書類による調査、安全信生スタッフからの間限り
C .現場での調査・観察

・現場¢管理者、従業員からの聞取り
.書類による調査
・作業環境、機械設備の観察

「一議亘書両- 1 ζ 豆豆E
［実地謂査後の3湿閏 (3目前 )J
a 安全衛生管理活動水準の評価
b指摘事項

［実地調査の約2週間後］

［実地調査の約4週間後 (1臼)J (市災問仲事業所〕

事業所幹苗正安全衛生スタッフへ説明

図 2 中災防の労働安全衛生活動評価制度の評価の実施手順

三者機関が必要之

なつます。中災防に

よる判断固れ
こヨヨ献での第

三者による外部監

査に該当するカ斗ま

なはだ疑問です。

さらに、この間の

労働安全衛生法

の改正で、産業医

の勧告制度の提

案があります。企

業の安全衛生活

動の中で、いまま

で産業医の職務

内容が限定され、

十分にその能力

が活用されてぴよ

かったことを総括

して、産業医の役

割を強化する動き

があります。これも

今回の「評価制

度」では見えてき

ません。

中災防による新

規事業として、こ

の「評価制度」は

今後取明且む企業

者のための監査を実施するだけでなく、労働者のた

めの監査を実施する必要があります。

そういう観点からは、安全衛生委員会の労働者

代表がその役割を担っているとも考えられます。もし

監査を実施するなら、その点からの検討も必要にな

るでしょう。

監査主体の問題で言えば、外部監査を実施する

場合に話量のための監査なのか考える必要がありま

す。品質管理で言えば、いわゆるユーザー、顧客の

ための外部監査が必要だとされ、 I S0 9日。 0の認証制

度ができたわけです。また、環境マネジメントでは、

住民や消費者のためという意味での公平中立な第

が増加すると予想されますが、取り入れるにあたっ

ては、労働者の主体性や労働者保護の観点がどこ

まで確保されているのかの確認が必要となるでしょ

う。

また、労働安全衛生管理の国際規格化をめぐる

動きの中では、この中災防の「評価制度Jが日本か

らの提案の中身になることも予想され、国際的な流

れの中でこの制度が検証され、見直されることにも

なると考えられます。労働者にとって必要な労働安

全衛生管理活動却ま何か、対案の検討も皆さんと一

問問いきたいと思い訊
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「手間請けjという言葉は、多様な意味で用いられ
ているが、本報告においては、工事の種類、坪単価、

工事面積等によ切怠労働量及ひ総報酬の予定額が

決められ、労務提供者に対して、労務提供の対価と

して、労務提供の実績に応じた割合で報酬を支払

うという、建設業における労務提供方式を「手間請

け」と定義する。
この他に「手間請け」と呼ばれるをのとして、①手

間請け(日当)による日給月給制の労働者の場合、

zc手間(労務提供)のみを請け負い、自らは労務提

供を行わずに労働力を提供する事業を行っている

者の場合等があるが、①については一般に労働者

と、②については一般に事業者であξと解すること

ができ、これらについては労働者性の問題が生じる
ところではないので、本報告では対象とはしていな

い。
なお、建設業において「手間請け」の形態が見ら

れる工事には様々な種類のtのがあると考えられる

が、以下では主に建築工事を念頭において記述し

ている。
2 r手間請け』の形態

以上のような「手間請けIというものについでも、工

事の種類、労務提供の形態等により、いくつかの形

態が存在する。特に、住宅建築等の小規模建築工

事の場合とビル建築等の大規模建築工事の場合
では、その形態が大きく異なっている。

なお、建設業の場合、親方、子方、配下、世話役等

の用語が、工事の形態により異なった意味に使われ
る場合があるので、単にその呼び名だけではなく実

際の役割に留意する必要がある。

(1)小規模建築工事の場合
建築工事を請け負った工務庖、専門工事業者等

と大工等の建築作業従事者間での契約・労務提供

の形態である。建築作業従事者は、単独の場合とグ
Jv-プの場合があり、後者の場合には、グJlープの

世話役がいる場合がある。
契約は、一つ一つの工事ごとに、就労場所、工期、

作業内容、坪単価、報酬の支払方法等を内容とし

て、通常は口頭で行われる。
報酬については、まず、仕事の難易度によりー坪

仕上げるのにイ可人分(人工)の労働力が必要かが

判断され、これを基に、坪単価が決定されて坪単価

×総坪数で総報酬額が決められる。この総報酬額
を、工事の進捗状況に従って按分し、月ごとに、ある

いは、請求に応じて随時支払う場合や、工事終了後

一括して支払う場合などがある。
なお、この他に特殊tJ : ' t lのとして、棟上げ等の場合

に他の大工等に応援を求め、逆の場合にその「手

間」を労務の提供によ日亙す「手間貸しJ(手問返し)

という形態もある。

(2)大規模建築工事の場合
おおむね、次の3種類の形態が考えられる。ただ

し、この分類はあくまでも代表的な例を示したをので

あり、現実には必ずしもどれかに当てはまるものでは

ないことから、労働者性の判断に当たっては、実際

の形態に留意する必要がある。

イ世話役請取り
世話役が一次業者等と請負契約を結び、世話役

が更にその下の作業員との聞で就業に関する契約

を結ぶ形態である。世話役とその下の作業員の問

では、 1日当たりいくらというような内容の契約が結

ばれる場合が多い。

ログループ請取り
仕事があって手が足げよいとか量が多いといった

場合に、同じようなレベルにある仲間がグループで
一次業者等から請け負う形態である。グJv-プ内
では、グJv-プの世話役とグ)~ープの構成員の問

で、 rri当たりいくらという取決めを結んでいる場合

や、グ凡一プ内が全く対等の関係にあり、一次業者
等との関係は、グJv-プ構成員の話合いにより処理

される場合など、様々な形態を含んでいる。

ハ一人親方
単独で作業を請け負う形態である。
契約は、 rri当たりいくら、トン当たりいくらという出

来高払の単価契約で、口頭契約の場合が多い。
3 使用者、事業主・事業者

(1)総論
建設業の場合には、下請契約等が重層的になさ

れていることが多く、また、実際の指示や命令も重層

的になされる。そのため、このような重層的な関係の

下で作業に従事する者について労働者性を判断

するためには、誰と誰の聞に使用従属関係がある

かを明確にする必要がある。

なお、労働基準法等関係法令においては、その

義務主体が、労働基準法においては「使用者」、労
働安全衛生法においては「事業者j、労働者災害補

償保険法においては「事業主」となっている。このう

ち「事業者J及び「事業主」は事業の責任主体であ

り、「使用者」は事業主のために行為するすべての
者であることから、この二者については対象となる

範囲が異なっている。
労働者性の判断基準において、「労働者性を弱

める要素」としている「事業者性」は、上の意味での
「事業者J又は「事業主」であるか否か、あるいは、こ

れらにどの程度近いをのであるかという点である。
他方、労働基準法においては、事業主以外の者

であっても、実際に指揮命令等を行っている者はす

べてその限りで「使用者Jであることになることから、

労働基準法において「使用者」であるとされ、その
責任を負うべき場合でを、直ちにその者の労働者性
が否定されるtのではない。

(2)各論
手間請け従事者の労働者性が認められる場合に

は、原則的には、手間請け従事者又はそのグ)～ープ

と直接契約を締結した工務庖、専門工事業者、一次
業者等が使用者になるものと考えられるが、グJv-
プで仕事を請けている場合には、グループの世話役
等が使用者になる場合も考えられる。したがって、グ
J~一プによる手間請けの場合においては、タループ

の世話役と構成員の問及び工務応、専門工事業
者、一次業者等とグJ~ ープの構成員の聞の使用従

属関係の有無等を検討し、グループの世話役が、労
働者のグループの単なる代表者であるのか、グJ~ー

プの構成員を使用する者であるのかを、その実態に

即して判断する必要がある。

E 判断基準

使用従属性に関する判断基準

(1)指揮監督下の労働
イ 仕事の依頼、業務に従事すべき旨の指示等に
対する諾否の自由の有無

具体的な仕事の依頼、業務に従事すべき旨の指
示等に対して諾否の自由があることは、指揮監督

関係の存在を否定する重要な要素となる。

他方、このような諾否の自由がないことは、 応、

指揮監督関係を肯定する要素のーっとなる。ただ

し、断ると次から仕事が来なくなることなどの事情に

より事実上仕事の依頼に対する諾否の自由がない

場合や、例えば電気工事が終わらないと壁のヱ事

ができないなど作業が他の職種との有機的連続性

をもって行われるため、業務従事の指示を拒否する
ことが業務の性質主そもそもできない場合には、諾

否の自由の制約は直ちに指揮監督関係を肯定す
る要素とはならず、契約内容や諾否の自由が制限

される程度等を勘案する必要がある。

口業務遂行上の指揮監督の有無

(イ)業務の内容及び遂行方法に対すξ指揮命令
の有無

設計図、仕様書、指示書等の交付によって作業の
指示がなされている場合であっても、当該指示が

通常注文者が行う程度の指示等に止まる場合に
は、指揮監督関係の存在を肯定する要素とはならな

い。他方、当該指示書等により作業の具体的内容・

方法等が指示されており、業務の遂行が「使用者」

の具体的な指揮命令を受けて行われていると認め
られる場合には、指揮監督関係の存在を肯定する

重要な要素むなる。

工程についての他の職種との調整を元請け、工

務底、専門工事業者、一次業者等の責任者等が

行っていることは、業務の性格上当然であるので、

このことは業務遂行上の指揮監督関係の存否に関
係するものではない。

(ロ) その他

「使用者」の命令、依頼等により通常予定されて

いる業務以外の業務に従事することがある場合に

は、使用者の一般的な指揮監督を受けているとの

判断を補強する重要な要素となる。

ハ拘束性の有無

勤務場所が建築現場、刻みの作業場等に指定さ

れていることは、業務の性格上当然であるので、こ

のことは直ちに指揮監督関係を肯定する要素とは
ならない。

勤務時間が指定され、管理されていることは、一

般的には指揮監督関係を肯定する要素となる。た
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だし、他臓種との工程の調整の必要がある場合や、

近隣に対する騒音等の配慮の必要がある場合に

は、勤務時間の指定がなされたというだけでは指揮

監督関係を肯定する要素とはならない。

一方、労務提供の量及ひ配分を自ら決定でき、契
約に定められた量の労務を提供すれば、契約にお

いて予定された工期の終了前でも契約が履行され

たこととなり、他の仕事に従事できる場合には、指揮

監督関係を弱める要素となる。

ニ代替性の有無
本人に変わって他の者が労務を提供することが

認められている場合や、本人が自らの判断によって

補助者を使うことが認められている場合等労務提
供の代替性が認められている場合には、指揮監督

関係を否定する要素の一つむなる。他方、代替性が

認められていない場合には、指揮監督関係の存在

を補強する要素のーっとなる。

ただし、労働契約の内容によっては、本人の判断

で必要な数の補助者を使用する権限が与えられて

いる場合もある。このため、単なる補助者の使用の
有無という外形的な判断のみではなく、自分の権限

の程度や、作業の一部を手伝わせるだけかあるい

は作業の全部を任せるのかなど本人と補助者との

作業の分担状況等を勘案する必要がある。

(2)報酬の労務対償性に関する判断基準
報酬が、時間給、日給、月給等時間を単位として

計算される場合には、使用従属性を補強する重要

な要素となる。
報酬が、 1rriを単位とするなど出来高で計算する

場合モ、報酬の支払にあたって手間請け従事者か

ら請求書を提出させる場合であっても単にこのこと

のみでは使用従属性を否定する要素とはならない。

2 労働者性の判断を補強する要素

(1)事業者性の有無
イ機械、器具等の負担関係
据置式の工具など高価な器具を所有しており、当

該手間請け業務にこれを使用している場合には、
事業者としての性格が強く、労働者性を弱める要素

となる。
他方、高価な器具を所有している場合であって

も、手間請け業務にはこれを使用せず、工務底、専

門工事業者、 次業者等の器具を使用している場

合には、労働者性を弱める要素とはならない。

電動の手持ち工具程度の器具を所有しているこ
とや、釘材等の軽微な材料費を負担していること

は、労働者性を弱める要素とはならない。

ロ報酬の額
報酬の額が当該工務応、専門工事業者、一次業

者等の同種の業務に従事する正規従業員に比し

て著しく高額な場合には、労働者性を弱める要素と

なる。
しかし、月額等でみた報酬の額が高額である場

合であっても、それが長時間労働している結果で

あり、単位時間当たりの報酬の額を見ると同種の業

務に従事する正規従業員に比して著しく高額とは

いえない場合もあり、この場合には労働者性を弱め

る要素とはならない。

ハその他
当該手間請け従事者が、①材料の刻みミスによ

る損失、組立時の失敗などによる損害、②建物等目

的物の不可抗力による滅失、里主損等に伴う損害、③

施工の遅延による損害について責任を負う場合に

は、事業者性を補強する要素となる。また、手間請け

従事者が業務を行うについて第三者に損害を与え

た場合に、当該手間請け従事者が専ら責任を負う

べきときも、事業者牲を補強する要素となる。

さらに、当該手間請け従事者が独自の商号を使

用している場合にも、事業者性を補強する要素とな

る。

(2) 専属性の程度
特定の企業に対する専属性の有無は、直接に使

用従属性の有無を左右するものではなく、特に専属

性がないことをもって労働者性を弱めることとはなら

ないが、労働者性の有無に関する判断を補強する

要素のーっと考えられる。
具体的には、特定¢企業¢仕事のみを長期にわ

たって継続して請けている場合には、労働者性を

補強する要素のーっとなる。

(3)その他
イ 報酬について車合与所得としての源泉徴収を行っ

ていることは、労働者性を補強する要素のーっと

なる。

ロ発注書、仕様書等の交付によq契約を行ってい

ることは、一般的には事業者性を推認する要素と

なる。ただし、税務上有利であったり、会計上の処
理の必要性等からこのよ潔主書面の交付を行って

いる場合もあり、発注書、仕様書等の交付という事

実だけから判断するのではなく、これらの書面の

内容が事業者性を推認するに足りるものである

か否かを検討する必要がある。

ハある者が手間請けの他に事業主としての請負
業務を他の日に行っているこ却立、手間請けを行っ

ている日の労働者性の判断に何ら影響を及ぼす

ものではないため、手間請けを行っている日の労

働者性の判断は、これとは別に行うべきものであ
る。

ニいわゆる「手間貸し J(手問返し)の場合におい

ては、手間の貸し借りを行っている者の聞では、
労働基準法上の労働者性の問題は生じないもの

と考えられる。

事例

(事例1)大工A

1 事業等の概要
(1)事業の内容

住宅建築工事
(2)大工の業務の内容

住宅の床、援、天井等の建付けを行うロ発注者か
ら材料の供給を受けて、当該建築現場内において
刻み、打付け等の作業を行う。

2 当該大工の契約内容及び就業の実態
(1)契約関係
書面契約肋く、口頭による。受注部分は、発注者

自身が請け負った住宅の 角である。報酬は3.3 rri
当たり5万円を基本とし、工事の進捗状況により、毎

月末を支払日としている。
(2)業務従事の指示に対する諾否の自由

Aは継続的にこの発注者から仕事を受けており、

断ると次から｛士事がもらえなくなって収入が途絶え
ることを恐れて、事実上仕事の依頼を断ることはな

い。しかし、仕事を世折ろうと思えば断る自由はあり、都

合が悪ければ実際に断ることもある。

また、例えばAが刻みを終えると、次は打付けをす

るようにという業務従事の指示があり、 Aはこれを拒
否できない。

(3)指揮命令
発注者はAに仕様書及び発注書で基本的な作

業の指示を行い、さらに作業マニュアルで具体的な

手順が示されている。また、定期的に発注者の工事

責任者が現場に来て、 Aらの作業の進捗状況を点
検している。

また、他の現場の建前への応援作業が指示され
る場合があり、この場合には、発注者から日当の形

で報酬の支払を受ける。

(4)就業時間の拘束性

Aは、原則として毎日発注者の事務所へ赴き、そ
こで工事責任者の指示を仰いだ後に現場に出勤し

ている。また、作業を休む場合には、発注者に事前

に連絡することを義務付けられている。勤務時間の

指定はされていないが、発注者に雇用されている

他の労働者と同じ時間帯に作業に従事しており、事

実上毎日午前自時から午後5時まで労務を提供して
いる。

(5)代替性の有無

Aが自己の判断で補助者を使用することは認め
られていない。

(6)報酬の性格

報酬は請負代金のみで、交通費等の経費はすべ

てAの負担となるが、他の現場へ応援に行く場合

は、発注者の雇用労働者と同程度の額が日当の形
で支払われる。
(7)その他

材料加工用の工具は、釘等を含め、発注者側に

指示されたものをAが用意するが、高価な物はな

工事途中に台風などにより破損した笛所は発注

者側の経費により修理されるロ
社会保険、雇用保険には加入せず、報酬につい

てはA本人が事業所得として申告をしている。

3 r労働者性」の判断
(1)使用従属性について

①業務従事の指示に対して諾否の自由を有して
いないこと、②業務遂行について、かなり詳細な指

示を受け、本人に裁量の余地はあまりないこと、a:勤
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務時間についても実質的な拘束がなされているこ

と、から使用従属性があるものと考えられる。

(2)労働者性の判断を補強する要素について

工具等は自ら負担していること、社会保険の加

入、税金の面で労働者として取む扱われていないこ

とは、「労働者性」を弱める要素ではあるが、上記

(1 )による「使用従属性」の判断を覆すものではな

い。また、代替性が認められていないことは、労働者

性を補強する要素となる。

(3)結論
本事例の大工Aは、労働基準法第9条の「労働

者Jであると考えられる。

(事例2)型枠大工日

1 事例等の概要
(1)事業の内容

中層ビル建築工事
(2)大工の業務の内容

ビルの梁、柱、壁等の形にベニヤ板等により型枠

を作成する。当該部分に、生コンを流し込むことによ

り梁、柱等が建造されていく。材料は発注者から供

給を受ける。ベニヤ等の刻み、打付けは当該建築

現場において行う。

2 当該大工の契約内容及び就業の実態
(1)契約関係
書面契約はなく、口頭によるロ受注部分は、ビル建

築現場における一区画を15名のグ凡ープで請け
負ったもの。報酬は3 . 3 m当たり15万円。支払は、随

時請求することも工事の進捗状況により可能である

が、工専終了後、一括してグループ全体として受け
る。 Bはグループの代表として報酬を受け、グループ

の構成員にはBから分配する。
(2)業務従事の指示に対する諾否の自由
複数の発注者から仕事を受けており、仕事の依

頼を断ることもある。

(3)指揮命令
作業方法等に関しては、発注者から、他工程との

関連から、施工時期や安全施工に関する指示を受

けることはあるが、その他の施工方法については、

状況を見ながら自己が判断して決定する。

また、他の現場の建前への応援作業を依頼され

る場合があるが、この場合の報酬は、基本的に他の

グループとの問でやりとりされる。

(4)就業時間の拘束性

当該工事内の始業、就業時間は一応定められて

いるが、 Bはこれに拘束されることはなく、工事の進

捗状況により、発注者と相談の上作業時聞が決定さ
れる。朝礼や終業時のミーティングに参加することは

あるが、義務付けられてはいない。

(5)代替性の有無

施工に当たり、 B自身が作業することは契約内容
とはなっておらず、 Bが自己の判断で補助者を使用

することは自由である。

(6)報酬の性格
報酬は請負代金のみで、交通費等の経費はすべ

てBの負担となる。
なお、グ;,ープ内の他の構成員への報酬支払責

任は最終的にBが負う。
(7)その他
材料加工用の工具は、高価な据置式の工作機械

を含めてBらが用意したものを使用する。
社会保険、雇用保険には加入せず、報酬につい

ては事業所得として申告している。

3 r労働者性Jの判断
(1)使用従属性について

①仕事の依頼についての諾否の自由はあるこ

と、②業務遂行について、裁量が広く認められてお
り、指揮監督を受けているとは認めら恥ほいこと、③

勤務時間が指定、管理されていないこと、④自己の

判断で補助者を使用することが認められており、労
務提供の代替牲が認められていること、から使用従

属性はないものと考えられる。また、報酬が出来高

払となっており、労務対償性が希薄であることは、当

該判断を補強する要素である。
(2)労働者性の判断を補強する要素について

高価な工具を自ら負担していること、社会保険の

加入、税金の面で労働者として取り扱われていない

ことは、「労働者性」を弱める要素である。

(3)結論
本事例の型枠大工Bは、労働基準法第9条の「労

働者」ではないと考えられる。

第3芸能関係者について

I はじめに

芸能関係者については、多様な職種、契約形態

か事存在するが、この判断基準においては、俳優及び

技術スタッフ(撮影、照明、録音等)について、映画

やテレビ番組の製作会社との関係において労働者

に該当するか否かの基準を示したものである。した
がって、俳優がいわゆるプロダクLョン等に所属し、

それとの聞に労働契約関係があると考えられる場
合、あるいは、スタッフが、製作会社から業務を請け

負う会社に雇用されていると考えられる場合も存す

るが、そのようなケースはこの判断基準では念頭に
置いていない。

なお、映画やテレビ番組の製作に当たっては、一

般的には、通常製作会社に雇用されるプロデュー

サーが作品製作のために必要な全体の予算やス
ケジュールの管理を行うこととされている。また、プロ

デューサーの管理の範囲内において、監督が俳優

に対し、あるいは、監督ないし撮影、照明等のチーフ

のスタッフがセカンド以下のスタッフ(助手)に対し

て撮影上の指示を行うこととされている。このような
場合にも、製作会社は、監督やチーフのスタッフを通

じて俳優やセカンド以下のスタッフに対して総括的

な指示を行っているものと考えられる。したがって、

製作会社が俳優やスタッフに対して直接指示を行

うことがないからといって、当該俳優やスタッフが製

作会社との関係で労働者性を直ちに否定されるこ
とにはならない。

E判断基準

使用従属性に関する判断基準

(1)指揮監督下の労働
イ 仕事¢依頼、業務に従事すべき旨の指示等に
対する諾否の自由の有無

例えば、特定の日時、場所を指定したロケ撮影参

加の依頼のような、「使用者」の具体的な仕事の依
頼、業務に従事すべき旨の指示等に対して諾否の

自由を有していることは、指揮監督関係の存在を否
定する重要な要素となる。

他方、このような諾否の自由がないことは、一応、

指t軍駐督関係を肯定する 要素となる。ただし、当

事者間の契約によっては、一定¢包括的な仕事の

依頼を受諾した以上、当該包括的な仕事の内容を

なす個々の具体的な仕事の依頼については拒否

する自由が当然制限される場合がある。また、専属

下請のように事実上、仕事の依頼を拒否することが

できないという場合もある。このような諾否の自由の

制約は直ちに指揮監督関係を肯定する要素とはな

らず、契約内容や仕事の依頼を拒否する自由が制
限される程度等を勘案する必要がある。

ロ業務遂行上の指揮監督の有無

(イ)業務の内容及び遂行方法に対する指揮命令
の有無

俳優やスタッフが実際、に演技・作業を行ヨこ当た
り、演技・作業の細部に至るまで指示がある場合に

は、指揮監督関係の存在を肯定する重要な要素と
なる。

他方、俳優やスタッフなど、芸術的・創造的な業務
に従事する者については、業務の性質上、その遂

行方法についてある程度本人の裁景に委ねざるを

得ないことから、必ずしお寅技・作業の細部に至るま

での指示を行わず、大まかな指示にとどまる場合が
あるが、このことは直ちに指揮監督関係を否定する
要素となるものではない。

(ロ)その他

「使用者Jの命令、依頼等により通常予定されて
いる業務以外の業務に従事することを拒否できな

い場合には、「使用者」の一般的な指揮監督を受け

ているとの判断を補強する重要な要素となる。例え

ば、スタッフが本来自分の担当するパートのほか、監

督の命令、依頼等により他のパートの業務に従事す

ることを拒否できない場合には、一般的な指揮監督

を受けているとの判断を補強する重要な要素とな
る。

勤務場所がスタジオ、ロケーション現場に指定さ

れていることは、業務の性格上当然であるので、こ
のことは直ちに指揮殿督関係を肯定する要素とは
ならない。

映画やテレビ番組の撮影に当たっては、勤務時
間が指定・管理されていることが通常である。この

場合であっても、例えば場面設定との関係上、特定
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の時間にしか撮影ができないなどの事業の特殊性

によるものである場合には、かかる指定は指揮監督

関係を肯定する要素とはいえない。他方、「使用者」

が業務の遂行を指揮命令する必要によるものであ

れば、指揮監督関係を肯定するー要素と考えられ

る。例えば、一日の撮影の中で、監督等が行う具体
的な撮影時間、休憩、移動時間等の決定や指示に

従わなければならないこと、監督の指示によって一

旦決まっていた撮影の待間帯が変動した場合に、
これに応じなければならないことは、指揮監督関係

を肯定する要素のーっとなる。

ニ代替性の有無
「使用者」の了解を得ずに自らの判断によって他

の者に労務を提供させ、あるいは、補助者を使うこと

が認められている等労務提供に代替性が認められ

ている場合には、指揮監督関係を否定する要素の

つとなる。

(2)報酬の労務対償性に関する判断基準
映画やテレビ番組の撮影についての労務提供に

関する契約においては、撮影に要する予定日数を

考慮に入れながら作品一本あたりいくらと報酬が決
められているのが一般的であるが、拘束時間、日数

が当初の予定よ偽延びた場合に、報酬がそれに応

じて増える場合には、使用従属性を補強する要素と

なる。

2 労働者性の判断を補強する要素

(1)事業者性の有無
イ機械、器具、衣裳等の負担関係
例えば、俳優が自ら所有する衣裳を用いて演技

を行う場合、それが安価な場合には問題とならない

が、著しく高価な場合には、事業者としての性格が

強く、労働者性を弱める要素となる。

口報酬の額

報酬の額が当該企業において同様の業務に従

事している正規従業員に比して著しく高額である場

合には、一般的には、事業者に対する代金の支払と

認められ、労働者性を弱める要素となるが、俳優や

スタッフの場合には、比較すべき正規従業員がほと

んどいないので、労働者性の判断の要素とはなりに
くい。ただし、同種の業務に従事する他の者と比べ

て報酬の額が著しく高額である場合、例えば、ノーラ

ンクといわれるような著しく報酬の高い俳優の場合
には、事業者としての性格が強く、労働者性を弱め

る要素となる。

ハその他
俳優やスタッフが業務を行うについて第三者に

損害を与えた場合に、当該俳優やスタッフが専ら責
任を負うべきときは、事業者性を補強する要素とな

る。

(2)専属性の程度
特定の企業に対する専属性の有無は、直接に使

用従属性の有無を左右するものではなく、特に専属

性がないことをもって労働者性を弱めることとはなら

ないが、労働者性の有無に関する判断を補強する

要素の っと考えられる。

具体的には、他社の業務に従事することが契約

上制約され、または、時間的余裕がない等事実上

困難である場合には、専属性の程度が高く、経済的
に当該企業に従属していると考えられ、労働者性を

補強する要素の っと考えられる。

(3)その他
報酬について給与所得としての源泉徴収を行っ

ていることは、労働者性を補強する要素のーっとな
る。

皿事例

(事例1)俳優A
1 事業等の概要
(1)事業の内容
映画の撮影の事業、製作期間5か月(うち撮影期

間 3か月)。

(2) 俳優の業務の種類、内容

映画作品の撮影現場において、 言だけ「台詞j

がある喫茶屈のウェイトレスの役を演じる。

2 当該俳優の契約内容及び就業の実態
(1)契約の内容

ある程度撮影が進行した段階で、撮影日時、場

所を特定して出演することを、口頭により製作会社

と約したもの。契約期間は2日間であるが、撮影の進

行状況によっては、拘束日数が数日間延長されるこ

とカtある。

報酬は、俳優の実績、人気や役柄の藁要性に応

じて設定されている「ランクJと呼ばれる出演料の基
準により約定されている。

(2)業務従事の指示に対する諾否の自由

当初から撮影日時等が特定されているが、撮影

期間を数日間延長する旨の指示があった場合に、

これを事実上拒否することはできない。
(3)指揮命令
演じる役の性質上、演技内容、方法等について

は、あらかじめ決定された場面設定によりほとんど
特定されているが、撮影の状況によっては、監督等

が具体的な指示を行い、自己の裁量によって演技
する部分はほとんどない。

また、監督等の指示により、当初の依頼とは異なる

役を演じさせられることがある。
(4)撮影時間の拘束性

映画制作の性質上、撮影時間は指定・管理され

る。一日の撮影時間の中の具体的な撮影、休憩、移
動の時間の害jり振りはAの都合を考慮せずに一方

的に決定され、これに従わざるを得ない。また、製作

会社の都合で当初決まっていた撮影の時間帯を変

更する場合であっても、 Aはこの指示に従わなけれ
ばならない。
(5)報酬の性格及ひ瀕

報酬は拘束日数に基づいて算定されていない

が、拘束時間が大幅に延長された場合には多少追
加の報酬を受ける。
報酬の額は、「ランク」の最低の5万円である。

(6)専属性
当該製作会社の作品に専属的に出演してはい

ないが、契約期間の2日聞は他の製作会社の作品

に出演することはできない。
(7)そ叫也
社会保険、雇用保険には加入していない。報酬

については、エキストラとして出演しているアルバイ

トと同様に製作会社が給与所得としての源泉徴収
を行っている。

3 r労働者性」の判断
(1)使用従属性について

①撮影期間が延長される場合であって切E否す

ることはできないこと、 Q演技方法等があらかじめ

特定され、本人に裁量の余地はほとんどないこと、

③具体的な撮影時間等の割り振りが一方的に決定
され、これに従わざ、るを得ないこと、から使用従属性

があるものと考えられる。また、当初の役以外の役を

演ずることを拒否できないことは、当該判断を補強
する要素である。

(2)労働者性の判断を補強する要素について

税金の面で労働者として取り扱われていること
は、労働者性を補強する要素となる。

(3)本事例の俳優Aは、労働基準法第9条の「労働

者」であると考えられるロ

(事例2)俳優B

1 事業等の概要
(1)事業の内容

映画の撮影の事業、製作期間5か月(うち撮影期
間3か月) 。

(2)俳優の業務の種類、内容

映画作品の主役を撮影現場において演じる。

2 当該俳優の契約内容及び就業の実態
(1)契約の内容

製作会社との書面契約により、 3か月の撮影期間

において必要な都度出演することを約したもの。い

わゆる「ノーランクJであり、契約締結に際して報酬
を交渉の上決定したが、その報酬は実際に撮影に

要した日数によらず一定額とされている。
(2)業務従事の指示に対する諾否の自由

主演依頼が多く、スケシ、ユールが詰まっているこ

とも多いので、都合の悪い時などはロケ撮影の日程

の変更を主張することができる。
(3)指揮命令

演技内容については、事前あるいは撮影の途中
に監督等と打合せを行う。その段階で俳優としての

自己のイメージなども主張するなど自分の意向が、
かなり反映される。
(4)撮影時間の拘束性

決定された撮影時間には拘束されるが、実際の

撮影時間の決定においては、 Bの都合が優先的に
考慮される。

(5) 報酬の性格及び額

報酬の額は、 3か月の撮影期間すべてに対するも
ので、実際の日数にかかわらず、 2千万円弱である。
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「ランクJに基づいて出演料が決定される俳優に

比べて著しく高い。
(6)専属性

3か月の撮影期間中においても、他会社の作品に

出演することは、日程上可能であれば制限はなく、

当該製作会社に専属的に出演してはいない。

(7)その他
社会保険、雇用保険には加入せず、報酬につい

ても、 Bが事業所得として申告している。また、撮影
に用いる高価な衣装は自分で用意する。

3 労働者性の判断
(1)使用従属性について

①業務従事の指示に対する諾否の自由があるこ

と、⑫寅技方法等について本人の意向が相当反映
されること、③撮影時間の決定にあたって本人の都

合が優先的に考慮されること、から使用従属性はな

いものと考えられる。また、報酬の額が撮影臼数に

対応しておらず、そ¢額が他の俳優に比べて著しく

高いことは、当該判断を補強する要素である。

(2)労働者性の判断を補強する要素について

高価な衣装を自ら負担していること、社会保険の
加入、税金の面で労働者として取り扱われていない

ことは、「労働者性」を弱める要素である。
(3)結論
本事例の俳優Bは、労働基準法第9条の「労働

者」ではないと考えられる。

(事例3)撮影助手A

1 事業の概要
(1)事業の内容

映画の撮影の事業、製作期間5か月(うち撮影期

間3か月) 。

(2)撮影助手の業務の種類、内容
映画の撮影現場において、撮影のための光量の

測定や色温度の計測、機材のセッティング、ピントの
調整等を行う。撮影スタッフのランクの中で=もサード

と呼ばれ、指示系統の序列の中で最後位に位置す

る。

2 当該助手の契約内容及び就業の実態
(1)契約内容
製作会社と口頭の約束により、 3か月の撮影期間

内を目安に、大まかな撮影スケジュールを特定し、

撮影作業に従事することを約したもの。報酬につい

ては、サードの撮影助手の棺場を参考にして、拘束

時間を目安に算定されている。
(2) 業務従事の指示に対する諾否の自由

3か月間の撮影期間は、ロケの参加依頼等作業
従事の指示を拒否できない。

(3)指揮命令

作業の内容、方法等については、基本的日こはチー

フの撮影技師から、機材のセッテイングの位置、ピン

トの調整程度の詳細に至るまで指示がある。撮影現
場の状況によっては、作業方法が予詑特定され、大

まかな指示にとどまる場合もあるが、その場合でも、

チーフの撮影技師に作業の進捗状況を報告するな

ど、いずれの場合も自己の裁量により決定し得る部

分はほとんどない。

また、監督等の指示により、撮影以外のパートを手

伝わされることもある。
(4)作業時間の拘束性
決定された撮影時間には拘束されるロまた、実際

の撮影時間は、大物俳優のスケジュールに基づき

設定され、自己の都合を反映させることはできない。

(5)報酬の性格及び額

報酬は、拘束日数に基づいて算定されており、拘

束時聞が延長された場合には日数に応じて追加の

報酬を受ける。
報酬の額は、 1か月当たり15万円である。

(6)機材、器具の負担
撮影に使用する機材等について、自己所有の物

を持ち込むことはない。
(7)専属性
当該製作会社に専属はしていないが、撮影期間

中は他の製作会社の作品において作業することは

実際にはできない。

(8)その他

社会保険、雇用保険には加入していないロ報酬

については、作業の補助者として就業しているアル

バイトと同様に製作会社が給与所得としての源泉

徴収を行っている。

3 r労働者性」の判断
(1)使用従属性について

①作業従事の指示を拒否できないこと、②業務

遂行について、通常は詳細な指示があり、本人に裁

量の余地はほとんどないこと、@撮影時間も自己の

都合とは関係なく決定されて、これに従わざるを得

ないこと、から使用従属性があるものと考えられる。

また、報酬が拘束日数に基づいて算定されること
は、当該判断を補強する要素である。

(2)労働者性の判断を補強する要素について

税金の面で労働者として取り扱われていること
は、労働者性を補強する要素となる。
(3)結論
本事例の撮影助手Aは、労働基準法第9条の「労

働者」であると考えられる。

(事例4)撮影技師B

1 事業の概要
(1)事業の内容

映画の撮影の事業、製作期間5か月(うち撮影期
間 3か月)。
(2)撮影技師の業務の種類、内容

映画作品の撮影現場において、出演者の動きな

どを見て、監督や照明技師等と打ち合わせた上で
カメラアングル等を決定し、カメラを操作する。その

他に、「ロケハン」といわれる撮影準備作業に参加

するなど作品全体の構成決定に参加する。一般に

「メインスタッフjと称される。

2 当該技師の契約内容及び就業の実態
(1)契約の内容
製作会社との書面契約により、撮影の準備作業を

含め5か月間の製作期間作業することを約したもの

で、報酬は拘束を受ける月数により算定されている。
(2)業務従事の指示に対する諾否の自由

5か月間の製作期間は、ロケ撮影の参加依頼等

を拒否することはできない。

(3)指揮命令
カメラアングルなど撮影方法等について、事前あ

るいは撮影の途中に監督等と打合せを行う。その段

階で自己の提案は採用される部分が多く、監督等

から一方的な指示を受けることはない。
(4)作業時間の拘束性

決定された撮影時間には拘束される。また、撮影

時間の決定にあたっては大物俳優のスケジュール

が優先され、原則として自己の都合を反映させるこ
とはできない。

(5)報酬の性格及び額

報酬は、基本的には拘束される月数を目安に算定

され、報酬の額は1か月当たり、 150万円弱である。
(6)機材、器具の負担

自己の所有する機材等を撮影に持ち込んで使
用することはない。
(7)専属性

当該製作会社に専属はしていないが、 5か月間
の製作期間中は、他会社の作品で作業することは

ほとんどない。
(8)その他

社会保険、雇用保険には加入せず、報酬につい
ても、 Bが事業所得として申告している。また、撮影

に当たっては、自己の判断で補助者を使うことが認
められている。

3 r労働者性Jの判断
(1)使用従属性について

①業務従事の指示について諾否の自由を有し
ていないことは、労働者性を肯定する要素である
が、～業務の遂行方法について一方的な指示を受

けることはなく、本人の裁量の余地が大きいこと、③

自らの判断で補助者を使うことが認められているこ
とから、使用従属性はないものと考えられる。
(2)労働者性を補強する要素について

社会保険の加入、税金の面で労働者として扱わ

れていないことは、労働者性を弱める要素である。
(3)結論

本事例の撮影技師Bは、労働基準法第9 町TT胃
条の「労働者jではないと考えられる。 組11.通

労働基準法研究会労働契約等法制部会
労働者性検討専門部会参集者名簿

荒木尚志 東京大学法学部教授

(座長)奥山明良 成城大学法学部教授

土田道夫 濁協大学法学部助教授
中田裕康 一橋大学法学部教授

山川隆一 筑波大学社録伴系助教授
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議麟む F 韓』せ
目広島県匿師会の調査でも
3割以上が経験遣うり

9 6年4月号で、日本医師会の労災・自賠責委員
会答申 (1995年 12月21 日)が次のように指摘してい

ることを紹介した。
［労災事故であることを隠し、その診療を健康保

険等によって行ういわゆる労災かくしへの対応を求

める医療現場からの声が、ここ数年徐々に強くなっ
てきている。そこには、労災かくし事案が増加傾向に

あるということばかりではなく、その内容が企業くる

みで行われている疑いのある事例が増加している

という背景があるん
9 5年4月号では、大阪府医師会の労災部会が行っ

た「労災隠しに関するアンケート調査結果J(調査対
象期間［ 19 9 4年1月一1 2月)を紹介した。広島県医師
会でも、 1994年7月～1995年6月を対象期間として問

様の調査を行っているので、今回は、その結果を紹

介する。
「患者・事業主とのトラブルJが、 「時々あるJ 2 8 . 7 % 

。両院34.7%、診療所24.9%=［有診J(有床診療所)

と「無診J(無床診療所)の合計)と「しばしばある」
1. 5%。古院1 . 1 % 、診療所1 .7 % )を合わせて、 30.2%

(病院3 5 . 8 % 、診療所2 6 . 6 % )の医療機関が、明らか

に労働災害であるにもかかわらず労災扱いを拒否

されるというトラブルを経験している(表 1) 。大阪府
医師会の同様の設問に対する回答は、「時々あるj

35.5% (病院44.2%、診療所31.3%)、「しはLばある1

2.6%。両院1.9%、診療所2.9%)、合わせて38.1%

(病院46.1%、診療所34.2%)であった。

しかし、広島県医師会の調査では、全調査対象

医療機関に、明らかに労災と思えるもので「健保扱

いにした」、「自費診療扱いにした」等の経験の有無
を潤いているが、ここで経験ありと答えた医療機闘

の全体に対する割合は6 5 . 9 % (病院58.9%、診療所

6 9 . 1 % )にものぼっている(表2) 。複数回答でないの

でデータの取り方に問題があるが、「自費診療扱い
にしたjが6 0 . 2 %で、「健保扱いにしたJ 3 8 . 4 % 、 「そ

の他J1. 4%を大きく上回っている。

大阪府医師会の調査では、先の設問で「トラブル

を経験したことがあるjと答えた医療機関のみを対

象に、複数回答可で同様の設聞を行っているが、こ

ちらでは、「健康保険で請求したJ 7 4 . 4 %の方が、

「自費扱いとし患者または事業主に請求J 6 4 . 7 % 、

「未収として処理 J1 1 . 3 %より毛多くなっている。

労災と思えるものを他の取扱いにした理由は以

下のとおりである(複数回答) J患者の立場」とする

のが最も多く2 4 .4%、次いで、「事業主の圧力 jl5.9

%、「患者・事業主が労災を理解していなしり 14.4%
の順である。大阪府医師会の調査でも同様の設問

をしているが、「患者の判断による(事業主に迷惑を

表1 患者・事業主とのトラブル

主然ない(%) 時々ある(月) しl; fしばある
(%)

無回答(%)

病 トタ 科 32(59.3) 22(40.9) O( 0.0) O( 0.0)

整形外科 9(60.0) 5(33.3) 日( 0.0) 1( 6 .7)
その他 15(57. 7) 9(34. 7) 1( 3 .8) 1( 3.8)

病 院 百十 56(58.9) 36(37.9) 1( 1. 1) 2( 2.1)

医 有 卜タ 手ヰ 55(63.2) 26(29.9) 2( 2.3) 4( 4.6)

院 整形外科 16(53.4) 13(43.3) 1( 3.3) 口( 0.0)

の その他 19(96.0) 1( 5.0) 。( 0.0) 日( 0.0)

形 邑ミ 百十 90(65.7) 40(29.2) 3( 2.2) 4( 2.9)

態 無 トタ 科 33(75.0) 9(20.5) 日( 0.0) 2( 4.5)

整形外科 16(76.2) 4(19.0) 1( 4 .8) 。( 0.0)

その他 26(83.9) 5(16.1) 日( 0.0) 日( 0.0)

診計 75(78. 1) 18(18.8) 1( 1.0) 2( 2 .1)

専 ネタ 科 120(64.9) 57(30.8) 2( 1.1) 6( 3.2)

門 整形外科 41 (62.1) 22(33.3) 2( 3.0) 1( 1.6)
車斗 その他 60(77.9) 15(22. 7) 1( 1. 2) 1( 1. 2)

言十 221 (67.4) 84(28. 7) 5( 1.5) 8( 2.4)

百十

54(100.0)

15(100.0)

26(100.0) I
95(100.0)

日7(100.0)

30(100.0)

20(100.0)

137(100.0)

44(100.0)

2 1 (100. 0)

31 (100. 0)

96(100.0) I
185(100.0)

66(100.0)

77( 100.0)

328(100.0)

表2 明らかに労災と思えるものの取扱いで

注 「計の主体に対する割合」は編集部で計算して掲載した。

健保扱いLし
たもの (%) 自に費し診た療も扱のい

(出)

その他
(%)

計
計すのる〔主主割体体合数に)対%

病 卜剖 科 12(36.3) 20(58.8) 2( 5.9) 34(100.0) 63.0( 54)

整形外科 1(1 2. 5) 7(日7.5) 。( 0.0) 8(100.0) 53.3( 15)

その他 4(28.6) 10(71. 4) 。( 0.0) 14(100.0) 53.8( 26)

病 院計 17(30.3) 37(66.1) 2( 3.6) 56(100.0) 58.9( 95)

医 有 トタ H 27(37.5) 44(61.1) 1( 1.4) 72(100.0) 82.8( 87)

院 整形外科 11 (40.7) 15(59.8) 日( 0.0) 27(100.0) 90.0( 30)

の その他 3(50.0) 3(50.0) 。( 0.0) 6(100.0) 30.0( 20)

耳巨 ロ=4シ5 計 41 (39.0) 63(60.0) 1( 1 .0) 105(100.0) 76.6(137)

態 無 トタ 科 10(47.6) 11( 52.4) 。( 0.0) 21( 100.0) 47.7( 44)

整形外科 9(45.0) 11(55.0) 日( 0.0) 20(100.0) 95.2( 21)

その他 6(42.9) 自(57.1) 日( 0.0) 14(1口0.0) 45.2( 31)

~~ 言十 25(45.5) 90(64.5) 。( 0.0) 56(100.0) 58.3( 96)

専 トタ 科 49(33.6) 75(59. 1) 3( 2.3) 12 7(1 00.0) 68.6(185)

門 整形外科 21( 38.2) 34(6 1.8) 。( 0.0) 55(100.0) 83.3( 66)

科 その他 13(38.4) 2 1(5 1.8) 日( 0.0) 34(100.0) 44.2( 77)
計 83(38.4) 130(60.2) 3( 1.4) 216(100.0) 65.9(328)

かけたくない

等の理由で)J
85.8%、「事業

主の指示によ
るJ84.5%、「患

者が労災の

適用を知らな

いJ32.4%、で
ある。

表には示さ

なかったが、
患者・事業主

が労災扱いを

拒否した場合

の対応につい

ても聞いてお
り、その結果は

次のとおり(複

数回答、括弧

内は大阪の調
査結果),［患

者・事業主に
説明して現認

証の提出を求
めるJ63.0%

(大阪の調査
では、 f患者に

説明をし用紙
の提出を求め

たJ8 1. 6%、と

「事業主に労

災の手続をと

るよう連絡し

たJ33.7%の

両方開いてい
る) J患者・事

業主の判断に
委ねるJ25.1%

(35.3%)、「労

働基準局・監

督署に連絡す
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るj3.0% (3.9

%)、「県医師

会に連絡す

るjO.5%、「そ

の他j13ユ%
(1.3%)。

広島では、

労働基準局・

監督署へ提

出する「情報

提供書J、ある

いは広島県医

師会へ提出

する「労災事

故の健保使

用状況報告

書」という制度

があるようだ

が、現実にこ

れらの書類を

提出したこと

があるのは1

%前後で(表
4) 、ほとんど機

能していない

ようだ。

報告がない

ことは、「労災

隠しが存在し

ない」ことの証

明にはならな

いことがわか

る。大阪・広島

での経験をも

とに、より正確

な医療機関に

対する実態調

査が行われる

ことが求めら

れる田

表3 労災と思えるものを他の取扱いにした理由(複数回答)

事業主の圧( %力) 患者の立場(%)
し力患1者労て災な・事をい業理(%主解)

そ答の他・無(%回) E十

病 トタ 手ヰ 1 1(18. 3) 11( 18.3) 日(15.0) 29(48.4) 60(100.0)

整日形外糾 3(15.8) 6(31 .6) 3(15.8) 7(36.8) 19(100.0)

その他 7(23.3) 3(10.0) 3(10.0) 17(56. 7) 30(100.0)

病 院 言十 21 (19.3) 20(18.3) 15(13日) 53(48.5) 109(100.0)

医 有 、夕 科 17(16.0) 28(25.4) 16(16.1) 45(42.5) 106(100.0)

院 整形外科 8(17.4) 14(30.4) 12(26. 1) 12(26. 1) 45(100.0)

の その他 2( 8.7) 2( 8.7) 1( 4.3) 16(78.3) 23( 100 . 0)

時三 診 E十 27(15.4) 44(25.1 ) 29(16.6) 75(42.9) 175(10C日)

態 無 タ 科 4( 7.5) 14(26.4) 9(17.0) 26(49.1 ) 53(100.0)

整形外科 5(1ヲ 2) 11( 42.3) 3(1 1. 6) 7(27.0) 26(100.0)

その他 6(17.7) 8(23.5) 1( 2 .9) 19(55.9) 34(100.0)

診計 15(13.3) 33(29.2) 13(11.5) 62(46.0) 113(100.0)

尊 トタ 科 32(14.6) 53(24.2) 34(15.6) 100(45. 7) 219(100.0)

門 整形外科 16(17.6) 31(34.0) 18(19.6) 26(28.6) 91(100.0)

科 その他 15(17.2) 13(14.9) 5( 5.8) 64(62.1) 87(100.0)

百十 63(15.9) 97(24.4) 57(14.4) 160(45.3) 397(100.0)

表4 労災隠し事案の労働基準局・監督署、医師会への連絡

監「情督報署提へ供喜jを均働基準局・ 告「労書災」在事広故島の県健医保師使会用へ状況報
計

出した」とが
ある (児)

な l¥
(%)

出した」とが
ある (%)

ゃ,～ い
(出)

病 トタ 科 日( 0.0) 54(100.0) 1( 1 .9) 53(98. 1) 54(100.0)

整形外科 。( 0.0) 15(10日日) 。( 0.0) 15(100.0) 15(100.0)

その他 。( 0.0) 26(100.0) 。( 0.0) 26(1日0.0) 26(100.0)

病 院 言十 日( 0.0) 95(100.0) 1( 1 .1) 94( 96.9) 95(100.0)

医 有 トタ 来ヰ 3( 3.4) 64( 96.6) 1( 1 .1) 日6( 98.9) 87(100.0)

院 整形外科 2( 6.7) 28( 93.3) 1( 3 .3) 29( 96.7) 30(100.0)

の その他 。( 0.0) 20(100.0) 日( 0.0) 20(100.0) 20(100.0)

昨巴 シロ三ろ 言十 5( 3.6) 132(100.0) 2( 1.5) 135( 96.5) 137(100.0)

態 無 トタ 手ヰ O( 0.0) 44(100.0) 。( 0.0) 44(100.0) 44(100.日)

整形外科 日( 0.0) 21( 100.0) 日( 0.0) 21(100.0) 21 (100. 0)

その他 日( 0.0) 31( 100.0) 日( 0.0) 31 (100. 0) 31( 100.0)

言十 日( 0.0) 96(100.0) 日( 0.0) 96(100.0) 96(100.0)

専 トタ 毒'4 3( 1 .6) 182( 96.4) 2( 1 .1) 183( 98.9) 185(100.0)

門 整形外科 2( 3.0) 64( 97.0) 1( 1 .5) 65(98.5) 66(100.0)

科 その他 日( 0.0) 77( 100.0) O( 0.0) 77(100.0) 77( 100.0)

計 5( 1.5) 323( 98.5) 3( 0.9) 325( 99.1) 32自(100.0)

藍富国

井上浩
全国安全センター副議長

1972年 10月7日(土)晴

課の旅行。箱根仙石原。東武の観光パス利

用。日本晴ですすきの原美し。石川島播磨重工

業の寮泊。 3階、 4号室にS係長と斉藤監察官とで

泊。 S係長が2人になったとき、レイテ湾で乗艦沈

没のときの話。兄の戦 JIOJEの話。それに局の予算

操作の裏話を聞かせる。 (S係長は組合にも入ら

ず、他人と親し守百すことお注い人であった。庶務

課会計担当に長く、私とは特に交際をなかった。

しかし、同じ課になってから、なせやか私によく話し

かけてきた。私が本省のからくりの一端を知るこ

とができたのも、このS係長のおかげであった。S

さんは戦争中は潜水艦乗り組みであったというロ

私よ切可歳か年長であったが、他人と交際があま

りないので、退職後の状況も不明である。)

10月9日(月)曇

早大での労働法学会に顔を出し、続いて主

計局で中村さんに会う。その足で会計検査院に

岡峰君を久し振りに訪問。(岡峰君は監督官試

験の二次の口述の際に市川の下宿に泊めても

らった同級生o当時東大生であったが、此の頃

は検査院課長であったロこの日は年休をとゴり歩き

まわった。)

10月 19日(木)曇

有信堂の登坂氏来局し労災保険法出版した

しと。最近酒暴飲しても平気。でも時に蒸発した

くなる。哲学者になることは哀し。 (f労災保険法

の理論と実務」のスタートであった。よラゃく本格
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的な著書に取り組むことになる。しかし、苦労もま

た多く、時には潰されそうであった。)

10月 25日(水)曇

4監察官で春日部署に行き労災三者行為災

害の調査打ち合わせ。

10月26 日(木)曇

春臼部署の件を局長へ報告。夕刻春日部の

件で課長が長谷川審査官と2人誘い例の屈で

飲む。(春日部の件というのは、署の三者行為担

当のI干旨導官が調査を怠け65件ためていた。こ

の指導官は前任署でも仕事を怠け問題になっ

ていた。三者行為には交通事故が多く、求償問

題があるので運転者を調べたり、警察や検察庁

に行ったり大へんだった。当人は三者行為がか

らんだ労災請求があると、年金は3年間支払停

止だから3年後に請求するよ三こと突っ返したと

いう。 3年後には必ず転勤していないからであ

る。そこで所長と同僚から相談があり、局長¢特

命で乗り出したのであった。怒りに駆られた私

は、 11月9日再度赴いた際、本人に対しては仇

いことを言った。後に聞いたところでは、当人は

翌日から3日間欠勤したということであったoこの

時から 1C年後、私はすでに退職していたが、某

日某署に立ち寄った。旧知の署長は私のために

席を設けたが、あの時の指導官は課長になって

いて同席した。そして遠回しに私のあの時のこ

とを非難した。私は、署長と同僚からの申出が

あったことと局長の特命のことを話そうとして止

めた。彼のプライドを考えたからである。結局あ

の時には、彼の仕事を4人の監察官で分担して

処理したのであった。彼は退殺後は、運悪く自動

車保険の査定事務所に入り、すぐに欠勤しはじ

めて退職し、現在では労働省外郭団体の業務

を自宅でやっているという。三者行為では監督

官の課長も1人同じような例があり、こちらは新聞

種に宅必り、遂に退職し関係団体に就職したこと

がある。ある時、私の横で請求者にするどく追及

されていたことがあったが、通常の私なら割って

入るのであるが、考えるところがあって傍観して

いたことがある。)

10月 27日(金)曇晴

午前中有信堂に労災保険法原稿持参。午後

草加市内の草加タクシーと第一勧業銀行の三

者行為災害の調査(耳旨導官の応援である。草

加タクシーの事故は前年 1月27 目、第 勧銀は

本年4月7日発生。)ロ“ひょ子"の工場に寄る(私

の雑誌原稿の愛読者である長山総務部長に会

うため。)。長い人生だと思う。(人生は一瞬だと

いうが、日記を付けていると長い。)

11月6日(月)雨曇

午前課長と2人で都内のH病院へ行きY医師

に会う。大へん感じの良い人。朝日新閣の印刷

工藤井氏の鉛中毒症実見。感銘深し。調査状況

以下のとおり。

(1)鉛中毒の認定状況ー①現在までに 6 0入

位認定されたι思う。 < i最近2月間で 15人認定

された。数値が認定基準に該当するものは少な

い。③ 1月以内に三田署で印刷工15人中 14人

が認定された。理由は貧血がひどいため。

(2)S化学工業の患者についてー①5氏は両

手が前に垂れる症状あり。東大で筋委縮性側索

硬化症とされたが現在も生存しており、体重宅婚

加している。同症は日本では2年以内に1 0 0 %死

亡し、かつ、体重減少するが、すでに6年生存し、

しかも健康回復に向かっており、鉛中毒以外考

えられない。 (S氏は後に労働省により、認定基準

には合致しないが請求者中ただ1人認定される

ことになる。 ) ②第1組合員以外の者が日本女子

医大石津医師にかかり、鉛中毒症として転医し

てきたものあり。(浦和署へ鉛中毒として労災請

求してきたのは全員が第1組合員であった。 S氏

も含めたその数人の最近の動静を私が知った

のは、実に 2 0数年後の昨年3月4日横浜平和と

労働会館においてであった。)

(3)都内周辺の鉛中毒の権威者はー慶応(土

屋)、労働衛生サービスセンター(久保田)、日大

(西川)、東京女子医大(石津)、労研(小山内)。

( Y医師の挙げた人にもやがて会うことになる。)

(4)認定基準に対する啓想,①基準数値に

問題がある。<i検査能力のある機関のない地域

が多い。③数値化できない症状の取扱いが不

完全。

11月 17日(金)晴

休暇。午後産業労働調査所に行く。平社長に

初めて会う。 3局長、沖氏、村上女史に会う。頚腕

症で図っていると相談を受く。 0編集長はノイロー

ゼ退職と。村上女史と軽い夕食。

11月 18日(土)曇

鉛中毒¢件でS化学労組交渉に来局。労組12

名。局側課長以下5人。

(組合)A氏は認定された。同じ企業だから判

断しやすいではないか。生産量が3倍になった

から鉛も3倍になった。環境改善したというが、以

前からの蓄積もある。

(課長)個人差があるので以下同文式にはい

かない。 H病院でデルタアミノレプリン酸の検査

をしないことについても疑問があるので、調べて

みたいと考えている。

(組合)デルタアミノレプリン酸の検査は日本

人の体質に合わないと聞いた。

(組合2)第 2組合の係長で東京女子医大に入

院した人がいたが、 3月間で退院させられたと

聞いた。 2 0人位はかかったと思う。

(組合3)会社のいう設備改善は信用できない。

鉛濃度の測定も仕事をしない状態でやってい

る。組合にも立ち会わせていない。

係E合 4)局で久保田先生に会う理由は?Y先

生の判断だけでよいではないか。

(課長)出て来ているデータだけでは判断でき

ないので久保田先生の意見も聴く。

(組合3)疑わしい者も救って欲しい。

(組合)鉛中毒で労災支給しない例があるか。

(課長)埼玉ではそんなことはないロ

(組合4)特定化学物質や有機溶剤も使用し

ているので会社を指導して欲しい。

(課長)了解。

(組合5)通院費の時効は2年か。

(課長)A氏の件は目をつぶるが、早く請求書

を出して欲しい。

(組合4)鉛中毒でも軽いものは健康保険で扱

うように労基署が指導しているが。

(課長)局でそんな指導はしていない。認定に

ついては今月中に連絡する。

長い交渉が終了後、 5人で軽く飲む。

12月5日(火)晴

課幹部で5化学工業¢鉛中毒の扱い協議。 M

についてはl日認定基準により業務上認定したM

(前述)との関連もあり業務上とする(結果として

は労働省により外とされる。 )oH他 3名は新認定

基準3により業務上とするにれ毛本省によりすべ

て外となる。)。参考のために東京局宮森職業病

認定調査官に電話し、東京の扱いを聞く。

①東京では数値がない場合は、伸筋まひのみ

では認定しない。②H病院に検査を依頼し数値

を求める。医師会にかけ再依頼することもある。

③東大の茂在教授に伸筋まひの精密診断をし

てもらい判断。④東大の診断結果により本省へも

相談。⑤署へも取扱い方法を流してある。⑥資

料は来局されれば差し上げる。

池袋署補償係長へ電話 u ①基準数値以下
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は認定していない。②疑わしい者は局認定調査

官へ伺う。③東京局限りの独自の通達はない。

再度宮森認定官へ電話一く工社労委で重症

者が問題になった。②そこでH病院へ精神医学

的鑑別診断を依頼した。③｛申筋まひについて医

師会に意見を聞いたところ、まひは上肢から順に

現われるのに、 H病院のように母祉から出るのは

おかしい。@念のため東大茂在教授に脱水素

酵素反応(重金属ばく露反応)を調べてもらった

結果、鉛中毒でないことが判明し業務外とした。

⑥その後、数値がなく伸筋まひだけの請求は業

務上としないことにして署へも連絡した o

12月6日(水)晴

東京局に行き宮森職業病認定調査官に会う。

非常に優秀な人。①新認定基準(昭4 6基発55 0
号)の伸筋まひの扱いについて本省へ伺ったが

回答なし。②そこで署長あて課名の内かんを出

し、｛申筋まひだけで検査数値がないものは業務

外とするようにした。 cr理由は、労災医員会(久

保田、牛尾、山根)の意見による。意見によれば、

伸筋まひがあれば検査数値は当然認定基準を

上まわるはずで、上まわらなければ座骨神経痛

等が考えられると。④伸筋まひのみで請求した

49名は全員業務外として、現在審査請求してい

る。⑤明後日には千葉局労災課長が相談に来

る。 ( H病院のY医師を主たる震源地として、日本

中が鉛中毒で大さわぎをした。前述したSさんは

後に認定されたが、テレビにも登場し労働省も

大へんだった。この頃のことは健康会議という雑

誌を見ると参考になる。)

12月26日(火)曇晴

午前S化学工業T次長、 H総務課長、東京女子

医大石津医師来局。石津医師の意見 ① 5化
学工業は血中鉛は少し高く、尿中鉛は低い。②

環境改善によりよくなりつつある。③以上のことか

ら重症の中毒は考えられない。④G(筋委縮では

ないか)、 S (鉛ばく露なし)、 1(") 、H (コプロポル

フィリンは貧血によるものでは)J~)H、I、Mは筋電

図で所見が出れば業務上やむなし。ただし、会

社側はHとMとはばく露少なしという。⑥H病院の

検査法は信用できない。

13時終了。終了後課内で幹部打ち合わせ。課

長総括以下のとおり。ー①認定基準のコプロポ

ルフィリンその他の検査数値には全員達してい

ない。伸筋まひがあるのみ。②鉛による伸筋まひ

かどうか疑問があるので、筋電図を要求し本省

に伺う。③脱水素酵素反応は医学界の序列によ

り圧迫を加えることになるのでやらない。(参考)

船橋署管内Hガラス26人。旧通達で9人上決定。

ただし、誘発法による数値や母祉伸筋まひは認

めず。外ゲょった 17人の検査費用は会社へ負担

勧告。

12月28日(木)曇

午前中S化学工業の件で御用納めの式にも

出られず。 S化学工業に電話し、 T係長測定資料

持参。浦和署に電話し小峰主任監督官S化学工

業の監督資料等持参。午後4時から“ますや"で

協会忘年会ロ会長以下9名。ボーナス2万円もら

う。刺身、天ぷら、豚肉の煮つけ、柳川、鰻の蒲

焼、茸のあえtの、貝柱等の盛り合わせ。お茶漬。

せんぺいの土産。(こうして 1972年か暮れていっ

た。鉛中毒の苦労はまた翌年も続くことになる。こ

の頃のいつだったか、 S化学工業から洋酒2本

が送られてきたがデパートを通じて返したことが

あった。浦和時代にこのSイヒ学工業に京大法卒

の総務係長がみえて、前述した中監督官の親

戚の就職を頼んだりして親しかったロその後弁

理士の資格を取られ大阪本社でその関係の責

任者をされていたが、この頃にはもラ音 町T市

信がなかった。) 魁!lod

E 白川宣伝忠良目出自注三回読信民主医院辺沼港地r!il便川

管理3じん輔合併輔がん認定
広島 医療実践上の不利益』理由に

広島県内をはじめ全国のトンネ

ル工事などの粉じん作業に長年
従事してじん肺(管理3ロ)にかか

り、肺がんを合併、肺がんによる呼

吸不全のため死亡したIさん(死

亡当時62歳)の妻が、遺族補償給
付を広島中央労働基準監督署に

請求したものの不苅古処分とされ

たため、この処分の取り消しを求
めていた裁判で、 3月 26日、広島

地方裁判所(佐藤修市裁判長)
は、原処分取り消しを命ずる判決

を行った。
判決では、まず、「じん肺(けい

肺)と肺がん発生との問の因果関
係に関する疫学的研究は既に相

当数発表されているにもかかわら
ず、それらを総合的に検討した上

でじん肺と肺がん発生との聞に疫
学的因果関係があるとする専門

的見解は、未だに明らかにされて
いなしミ」 、 「現時点では、疫学的に

みて、じん肺と肺がん発生との問
の疫学的因果関係については、こ

れが存在する可能性があるとい
い得るにとどまり、これが存在する

とまで認めることはできない」とす

るロ
一方、労働省が通達で、管理4

(相当)のじん肺に合併した原発

性の肺がん(だけ)を業務上疾病

として取り扱っていることについ
て、「専門家会議がその報告書の

中で、わが国ではじん腕症に肺

がんの合併する頻度が一般人口
における場合よりも高いこと並び

に進展したじん肺症の病態の下
では肺がんの早期診断が困難と

なること、治療の適用範囲が狭め
られること及び予後に悪影響を及
ぼすこと等の医学的見解を明ら

かにしたことに基づくものであると

認められるJとした上で、次のよう
な判断を示すのである。

「進展したじん肺症に合併した

肺がんには医療実践上の不利益
があることに鑑みれば、このような

不利益がなければ、肺がんがより

早期に発見され、適切な治療を
施されて良好な経過をたと、った

可能性があるということもできるか

ら」、その「ような意味あいにおい

て、右肺がんの病状の持続ない

し増悪とじん肺との問には相当因

果関係があると認めるのが相当

でありー業務上の疾病であると
認めるのが相当であ」り、労働省

通達の取り扱いはそのような「因
果関係があることを認めてなされ

ているものと理解することができ

るJ0 (rある疾病について、業務と

の因果関係が認められないにも

かかわらず、一片の行政通達に

よって業務上疾病であるとの取

扱いをし、労災保険法に基づく保

険給付をすることは、法解釈の域

を超えることとなり、およそ不可能

であるから」、じん肺と肺がん発生

との聞の疫学的因果関係を否定

したこととの整合性を図るため、こ

のような言い方をしている)ロ

ここまでは労働省通達を肯定し

ながら、同通達が、業務上疾病と

して取り扱う対象を管理4(相当)
のじん肺に合併した原発性の肺

がんだけに限定していることにつ

いては、否定するのである。すな

わち、「じん肺管理区分は、本来粉

じん作業に従事する労働者等の

健康管理を行うためのものである
のみならず、管理4と管理3ロとの

限界は実際上明確を欠くこともあ

り得る任さんの場合はまさにそうで

ある)ことからすると、局長通達の
右管理区分に係る要件を充足し

ない場合であっても、じん肺に合
併した肺がんであって前記のよう

な医療実践上の不利益があるも

のについては、業務上の疾病であ

ることを否定すべき根拠は何ら存
在しないというべきであるん

rIさんの肺がんは、同人のエッ

クス線写真の像にじん肺による粒

状影が極めて多数あったために

早期発見ができなかったこと、諸

検査の結果及び臨床症状からし
て、じん肺と相まって著しい肺機

能障害を惹起していたと認めら

れること及びその肺機能障害の

程度が強かったこともあって手術

による治療を見合わせざるを得な

かったことからすると、専門家会
議が指摘した前記のような医療

実践上の不利益を有するもので

あったことは明らかであるから、こ

れを業務上と認めるのが相当で

ある」としたものである。
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大分地裁で肺がんとじん肺との

因果関係が認められた大分じん

肺肺がん訴訟が、 1994年 11月の

福岡高裁での逆転敗訴判決によ

り、現在最高裁に上告中である。

福間高裁判決は、いろいろな研究

結果があると論文等を羅列だけ

しておいて、まじめな検討もせず

に、「因果関係があると7こやすく推

定することができない」としたもの

であった o
今回の判決は、その点において

は同様であるものの、事実上の救

済の範聞を広げる判断を示した。

労働省通達が、その根拠となった
専門家会議の報告の中でまった

くふれられていなしミ「管理4(相当)

のじん肺に合併した肺がんだけ

を業務上と認める」という、まったく

根拠のない取り扱いを示している

ことを逆手にとった格好である。平JI

決は、通達の見直しを求めたもの

と言える。 臨

過労による自殺に企業費鮭
東京.常軌を逸した長時間労働放置に

3月 28日、東京地方裁判所(南

敏文裁判長)は、大手広告代理

庖電通に勤務していた2 4歳の社
員の自殺について、企業の損害

賠償責任を全面的に認め、遺族

に総額約1億 2,600万円の損害賠

償の支払いを命ずる判決を行つ

た。
亡くなったAさんが電通に入社

したのは、大学卒業後すぐの 1990

年4月。ラジオ局ラジオ推進部に

配属後、「慢性的な深夜に至る残
業にもかかわらず、総じて 1990年

度中はー明るく元気に仕事に取り
組んでいたしかしながら、 1991

年になると、休日、平日を問わない

深夜に至るまでの長時間残業の
状態がさらに悪化し、,Aは顔色

が悪くなり、元気がなく、うつうつと

した暗い感じになり、仕事に対し

て自信を喪失し、精神的に落ち込

み、 2持間程度しカ唱畏れなくなった

という」。

Aさんが亡くなったのは1991年

8月 26日であるが、死亡するまで

の5か月間に、会社に報告された

「勤務状況報告表Jに記録された
時間外・休日勤務カ1296時間、 「管

理員巡察実施報告書j上の退館
時刻からはこの他に深夜2時まで
の勤務41回、徹夜が121回に及」 、 。

とくに死亡直前は、 7月一深夜2時
までが 12回、徹夜が8回、 8月一深

夜 2時までが10回、徹夜が6回、と
いう状況であった。

1991年1 月 ～12月を対象とした

労働組合の調査によれば、「午後
10時以降の勤務状況報告表へ

ー真実と異なる申告をした者の
割合Jが男子4 2 ,9%、女子5 8 ,7%

に及んでいることなどをあげて、

判決では「退館時刻までの問に

食事や仮眠等の行動をしていた

としてもーその大半は自己の業

務を処理するために充てていた

と認めるのが相当Jとしたうえで、

「社会通念上許容される範囲を
はるかに超え、いわば常軌を逸し

た長時間労働をしていたをの」と

認定した。
そのような状況の中で、 r7月こ

ろには心身共に疲労困懲し、それ

が誘因ゲ4ってうつ病に擢患した

宅メEと認めるのが相当J、8月に入っ

て、「自分は役に立たないといった
自信を喪失した言動や人間として

もう駄目か札オほいといった自殺
の予兆であるかのような言動」な

どがあり、 H村でのイベントが終了
して「肩の荷が下りてほっとすると

とおこ翌日から再び同様な長時間
労働の日々が続くことに虚しい気

持ちに陥り、そのうつ状態がさらに

深まったためにその結果として自
殺したものと認めるのが相当であ

る」。

そして、「常軌を逸した長時間
労働により、心身共に疲弊してう

つ病に焔り、自殺を図ったことは
被告はもちろん通常人にも予見

することが可能であったというべ

きであるから、 Aの右長時間労働

とうつ病との問、さらにうつ病とA

の自殺による死亡との聞にはい

ずれ毛相当因果関係があるとい

うべきである」とした。
これに対して、会社側は、健康

管理センターの設置、深夜宿泊

施設の確保、出勤猶予制度の設

置、タクシー乗車券の無制限の配

布等々により、安全配慮義務を尽

くしていたと主張した。

しかし、判決では、上司はAさん

の常軌を逸した長時間労働及び

健康状況の慈化を知りながら、そ

の労働時間を軽減させるための

具体的な措置をとらなかった過失
がある。社員¢労働時間を把握す

るための勤務状況報告表が真実

を反映するものでなかったこと、勤

務状況報告表への残業時間の過

少申告は被告においては常態化

していたこと、被告もそのことを認

把握し、過剰な長時間労働によっ

て社員の健康が侵害されないよう
に配慮するという義務の履行を尽

くしていたということはできず、被

告の主張は理由がないとした。

損害賠償額の算定では、交通

事故等の場合に一般的なように、

67歳まで就労した場合に得たで

あろタ収入を逸失利益とするので
はなく、会社の定年である 60歳ま

害補償給付が行われないという

事態が生じ得るということである。

労災保険法上、こうした場合の

障害補償給付の行い方について

は何も規定がなく、治ゆ・症状固

定の取り扱い方、嘩害補償は症

状固定後に行うことが「運用J通
達として存在しているのみで、労

災休業中の死亡の際の障害補償
の取り扱いについては、「症状回

識していたと認めるのが相当。ま での収入で計算しているが、 100 定していないから、障害補償の請
た、被告が準備した健康管理の %会社側の過失と認定したことか 求権はない」とい資更直した運用
措置は実質的に機能していない

ことは明らかであり、そのような状
況の下では、社員の労働時間を

自B
ら高額な損害賠償を認めることと
なった。

がなされている場合毛多いので

はないかと考えられる。

もちろん、個別の事情に応じて、

鉢業主義中死亡時的瞳害輔髄
大阪@症状国定していなくても可能

被災者及び家族の生活に配慮、を

した柔軟な運用がされている場
合もあるだろうが、やはり、きちんと

明文化しないといけない問題で
ある。そうしないと、被災労働者・

家族が著しい不利益、不公平を
被る危険性がある。

尼崎市在住の清掃作業員のA

さんは、 2年あまり前にパッカー車

に巻き込まれる事故に被災、両足
複雑骨折などの重傷を負った。 3

か月あまりの入院の後、傷の苦痛

に耐えながら懸命に療養を続け、
約 1年後、療養のメドの出てきた

矢先に不慮の事故で亡くなった。

死亡と労働災害の直接的な関

連性について図難な面があるこ

とから、被災者の休業補償の中止
という事態に遺族は遭遇し、死亡

による打撃とともに経済的打撃に

見舞われることげよってしまった。
その中で、偶然、阪神・淡路大震

災の労災電話相談で関西労働者

安全センターの電話番号を知り、

しばらくして相談に来られたのだっ

た。お話の内容から、障害補償を

申請する余地が十分にあったた

め、早速労働基準監督署に事情
説明と障害補償の申請を行号こと

を申し入れ、その後、主治医と連絡

を取り、障害補償請求を行った。

死亡時点では、嘩害補償申請

自体は行われていなかったので、

若干の技術的問題はあったが、
労基署側も被災者の療養状況を

調査の上、理解を示し、嘩害補償
の支給が12月に決定した。

今回¢事例から税コかることは、

将来的に明らかな障害が残存す
ることがわかっている被災者が、

休業補償受給中に労災以外の原
図で死亡してしまった場合、将来

確実に行われるはずであった障

たとえば、右手の指と左足首を
それぞれ切断、骨折した労働者

が、右手の指は完全に治ってい

るのに、足首のギブスがとれない
状況で、労災以外の事故で死亡

した場合、「障害補償は、全体で

障害認定を行うから、その時点で
は症状固定していないので、障言

害補償の請求権は発生しないj

として、嘩害補償請求を拒否され
てしまうのである。現にAさんの場

合も、労基署に申し入れた際、労

基署は「そういう場合はそうなりま

すjとの返答だった。

あまり事例は多くないか宅;Ltほ
いが、十分ありうることなので、制

度上の見直し改善棚田
要である。

(関西労働者安全センター)
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タ4鋸事故後詰) R S D労災認寵
東京@パングラテ‘ィシュ昔年の労働災害

R S Dという病気を御存知だろう
カミ。 Reflex Sympatbetic Dystrophy

の略で、反射性交感神経委縮症

というロ四肢の外傷後などに起こ

る疫痛を主症状とした難治性の

疾患である。もさ少し詳しく説明す
ると、上肢や下肢に骨折や捻控な

どの外傷を受けた後、その部位を
含めて次第に広範に痛みがひど

くなり、局所は過敏となり、刺激によ

切甫みが増強し、かつ浮腫や血行

障害を伴い、鎮痛消炎剤や理学
療法などに反応せず、やがて皮

膚、筋肉、さらには骨の委縮をきた

す疫痛症侯群のことである。

東京東部労災職業病センター
では、 R S Dを発症した外国人労

働者の相談に取悦温んだ。彼の名

はアハマ行さん。 33歳のパングラ

ディシュの男性で、日本に来ても
う7年になるため、普通の日本語

会話程度ならけつこういける。彼

は台東区内の古紙再生業の工場

で4年間ほど働いていた。
アハマドさんは、 3年前の1月末、

工場の機械の一部に人差し指を
挟まれ、ケガをしてしまった。出血

カむと府かったが、骨折むなく傷口も

すぐにふさがった。しかし、なかな

か痛みがおさまらず、別の総合病

院に転医したが、そのうち左手が
腫れあがり、焼けつくような痛みを

感じるようにJなった。通院先の医師

は、鎮痛剤を出すだけで正確な診

断ができ7なかった。結果的に漫然

とした投薬治療が災いし、症状悪

化を招いた。

昨年1月、センタ→こ相談に来た

時には、左上j肢は痛みと腫れのた

めまったく動かすことができなかっ

た。仕事がてさないため、会社もー
昨年10月にクビになってあ勺、生活

費も底をついて困り果てていた。

ケガの程度は後遺症が残るほ

どとも思われず、被災後すでに2
年t経過しており、なぜこのような

症状が続いているのか判然とし
ない。だが、彼の痛がりよヨま尋常

ではない。その手に触れようもの

なら、飛び上がって泣き出すほど

の痛みを訴えているのだ。
担当医に面会して私彼を厄介

祝していたため転医を決意。虎ノ
門病院形成外科の専門医に診て

もらったところ、 R S Dの疑いとの診

断を受けた。残念ながら、虎/門

病院では適切な治療ができない

とのことで、東京都立墨東病院の

麻酔科に転医し、星状神経ブロッ

クの治療を始めることになった。
墨東病院麻酔科では、 2週間の

入院治療を1か月に延長し、あら

ゆるベインクリニックの治療を試み

たが、思うような効果は得られな

かった。退院後、彼の体内の脊髄

に電極を埋め込む手首を行い、電

気の刺激で痛みを緩和する装置

を使うことにした。

被災後から労災保険で療養を

続けてきたが、あらためてR S Dで

の療養を認めさせるため、上野労
働基準監督署にR S Dの文献を提

出し、業務上の負傷に起因して発
症した病気で亙ることを強調した。

今年2月、東京労災病院で鑑別診
断を受けて、年度内に結論を出す
よラ労基署に迫っていたが、 3月末

に、申請から1年 6か月ぶゆこ、業務

上疾病として認定された。

この1年数か月、アハマドさん
は、仕事もできず、同国の友人知

人に世話になってきたが、その生
活も限界にきていたところだった。
労災認定でやっと一息つけるが、

彼の今後の生活と治療
のメドはたっていない。

(東京東部労災職業病センター)

じん瞬発生命責鮭認める
福島・茨城・常磐炭坑じん肺訴訟全冨解決

3月12日、常磐興産を被告とし 裁いわき支部/::J)z戸地裁で成立

たじん肺訴訟の和解が、福島地 した。

今回の裁判は、それぞれ「常磐

じん肺第3障j、「北茨城じん肺第

3陣」として争われてきた。原告は

常磐炭坑に働ぎじん肺となったも

と炭坑夫たちで、労働基準局より

「管理2Jまたは「管理3Jのじん肺

管理区分決定を受けている。

しかし、「管理旬以外は法定合

併症がなければ労災補償の対象

とされないため、何の補償もされ

てこfよ力、った。労災患者と認定さ

れなくても、じん肺症であることに

かわりはない。粉じんで障害され

た肺は元に戻ることがないため、

健康管理に注意しないと感染症
あるいは肺がんといった健康障
害の危険が大きい。

今回の和解で、非合併症のじ

ん肺患者たちが救済されたこと
は画期的であり、企業のじん肺発

生責任が改めて問われた。
そして、今回の和解において、

原告、被告の簡で、共同宣言が

結ばれた。
「常磐炭坑夫じん肺問題終結

宣言」で、被告企業は、「じん肺擢

患による被害を回避できなかった

ということは、原告らの元雇用主と

して、法的責任に関する見解の相

違を超えて企業としての社会的

責任を免れ得ないとの評価を、会
社は受け入れますJとしている。続

けて、これまでのすべての原告に
対し、見舞いと弔意を表明した。

1983年に、故井田春雄さんカ胃厚え

を起こして以来、 12年半に及んで

じん肺被害の救済を訴えてきた常

磐じん肺訴訟、北茨城じん肺訴訟
が全面解決を迎えるこむとなった。

これまで原告全員の和解には

応じても、謝罪することのなかった

被告企業が、謝罪の内容をもって

全面解決にいたった本和解は、

全国で罰われているじん肺訴訟

に大きな激励を与えたといえる。

本和解では、見舞金として、管

理 2の原告に2 2 5万円、管理3に

3 0 0万円が支払われる。症状が

悪化した場合は、第2陣和解で基

準となった賠償額に対応した補

償が行われることとなったo

常磐28 0名、北茨城115名という

大型原告団の訴訟が解決したわ

けだが、原告患者らは、東京東部

労災職業病センターもかかわって

きたじん姉集団検診を通じて掘り
起こされた方々である。今後も炭

坑離職者の検診活動を続け、じ

ん肺被災者の健康管理
に寄与していきたい。

(東京東部労災職業病センター)

葬祭料29万5千舟に引上げ
労働省. 1 9 9 6年4月1自以降に適用

労災保険法施行規則の一部を
改正する省令(労働省令第 12号)
が 1996年 3月28 日に公布され、葬

祭料(業務災害の場合)及び葬祭

給付(通勤災害の場合)の定額部
分が、 1996年4月 1日から295,。 0 0

円(従来は28日,∞ 0円)に引き上げ

られた。

葬祭料及び葬祭給付の額は、
29 5 ,0 0 0円に給付基礎日額の3 0

日分を加えた額(その額が給付

基礎日額の6 0 日分に満たない場
合には、給付基礎日額の6 0日分)

となり、 1996年4月 1日以降に支給

帥生じた抑に適用田
されることになる。

新たに22の化学鞠費迫力自
労｛勤省.職業病リストと労働衛生対策

96年 3月号で紹介したように、

「労働基準法施行規則第35条定

期検討のための専門家会議」に

おいて、アクリル酸エチルなど 24
の化学物質 (22の化学物質とコ

ロフオルニー及びラテックスの2つ
の混合物)を取り扱う業務によっ

て生じた症状・障害については、

業務上疾病であることを明記す

べきであるとする報告書がまとめ
られている。

労働省では、これを受けて3月
29 日に、昭和 5 3年労働省告示第

3 6号「労働基準法施行規則の規
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活織の便り

定に基づき労働大臣が指定する

単体たる化学物質及び化合物(合

金を含む。)並びに労働大臣が定
める疾病を定める件 Jの全部を改

正する告示(平成8年労働省告示

第33号)を告示し、即日施行した。

わが匿の職業病リスト(労働基
準法施行規則別表第1の2)のうち

「第4号化学物質等による次の障

害」のf1労働大豆の指定する単

体たる化学物質及び化合物(合

金を含む。)にさらされる業務によ

る疾病であって、労働大臣が定め

るものjの内容が改正されたわけ
である。平成8年3月初日基発第

181号によって、現行の職業病リス
トの解説通達昭和 53年 3月 30 日

付け基発第186号の当該部分(別
表第4号1の部分)も全面改定され

ているので注意が必要である。
今回の改正の主な内容は以下

のとおりである。
①専門家会議が指摘した22の

単体たる化学物質及び化合物

にさらされる業務による疾病を、

その主たる症状・障害を列挙し
て、業務上疾病として、旧告示

に追加した。
②旧告示で用いられていた症

状・障害の表現を現在の一般的
な医学的表現に従って改めた。

③専門家会議が指摘したコロ

フォルニー及びラテックスにつ

いては、混合物であることから、
「当面、別表第4号 8(注・ 1から7

までに掲げるもののほか、これら

の疾病に付随する疾病そ¢他

化学物質にさらされる業務に起

因することの明らかな疾病)に
該当する疾病として取り扱うこ

とjとしている o'

潔白川山蕊山山川山白山沼 民総認滋白川山自浅沼民間滞渋川浴日三百訟回収白山猿療がら|

⑤告示に追加された2 2物質と

上記の2混合物についての「各

物質の有害性等に関連する事

項」が別添として添付された。

労働省では、同時に、これらの

2 4物質についての労働衛生対策
を策定し、通達した(平成8年3月

29日付け基発第182号)。作業環

境管理、作業管理、労働衛生教

育に分けて24物質に共通する必
要な対策を示している。

また、 24物質のうち感作性を有

する18物質については、共通対策

に加えて、①アレ凡ギー性疾患、皮

膚、鼻、喉頭、肺の慢性疾患を有

する労働者、及E尺該刻乍された労

働者(その後の暴露によって気管

支日市息! J ' J :どの重篤な障害を号陸起
こすことがある)には、産業医等医

師の指導を受けて健康障害防止

のための必要な措置を講じること

としている。
2 4物質は以下のとおりである

(*は感作性を有する 18物質) 。

*アクリル酸エチル
*アクリル酸ブチル

アニシジン
*イソホロンジイソシアネート

塩化亜鉛
*塩化白金酸及びその化合物

*クロルヘキシジン
キコバルト及ひ*その化合物

コロフォルニー

*ジアゾメタン

*2 シアノアクリル酸メチル
*4-4' ジアミノジフェニルメタン

*ジシクロヘキシルメタン 4,4'

ジイソシアネート
ジメチルアセトアミド

*1 ,5ーネフチレンジイソシアネート

*パラ-tertーブチルフエノール
*ビスフェノールA型及ひ¥F型エ

ポキシ樹脂

* 2 -ヒドロキシエチルメタクリレー

ト

*フェニルフェノール
*ヘキサメチレンジイソシアネー

ト

*無水トリメリット酸
ホメタクリル酸メチル

4 メトキシフェノール

ラテックス 国

規融藤和推進討画を見直し
労｛勤省.新規盛り込み事項は3 9件

1995年3月31日に閣議決定され

た「規制緩和推進計画jが、 1996

年 3月29日に改定された。改定さ
れた計画は、 1995年度～1997年度

の3年間を計画期間とするもので、
労働府政関係では、新規に盛問主

まれたをの 39件、既定計画に計上

されていたもの 70件(措置済また
は一部措置済件数37件、 1996年

度以降の措置件数33件) 、既定計

画計上外で措置済の事項3件で、

合計112件(一部措置済で1996年

度以降に校昔置を行突の5件は双

方に計上されている)。

内訳は、労働者派遣・職業紹介

関係21件(新規 10件)、労働条件

関係15件(新規2件)、労働安全衛

生関係60件情庁規21件)、その他

16件(新規6件)。労働者派遣事業

や労働時間についての大幅な規

制緩和がポイン比なっているが、

労働安全衛生関係では、基準・認

証・輸入等関係 (ISO規格等国際
規格との整合性、外国検査データ

の受け入れなどを含む )12件(新
規4件)、ボイラー・圧力容器関係

5件、クレーン関係5件、その他労働
安全衛生関係2 2件(新規 11件)、

資格関係12件(新規6件)などと

なっている。新規事項としては、定

期健診項目の医師の判断による

弾力化範囲の拡大、給食従業員

に対する検便健診の原則廃止、小
規模ボイラー取扱作業主任者の

選任基準の緩和、専属産業医の
他事業場の非専属産業医¢兼任、

外国大学卒業者の衛生管理者免
許受験資格付与、など。

なお、労働省は4月 19日に、関係

団体等から提出された意見・要望
のうち、改定規制緩和計画に掲載
されず、現行の制度・運用を維持

することとされたもの (89件のうち

37件)について、その理由を公表

している。これには、自動車工業会

等からの安全衛生委員会開催義

務の緩和(現行毎月開催)、ボイ

ラー取扱者の常時監視体制の緩

和、日本アルミニウム連盟からの
放射線業務に係る健康診断項目

の簡素化等、全国中小企業団体

中央会からのレジャー・ダイビング
サービス業に対する潜水作業に

関する諸規定の適用除国
外、などがある。

4月28日を被災者追悼日に
盟際自由労連.第1田昌際記念自設定

国際自由労連(ICFTU) から、

今年4月28日を「第1回国際労働

災害被災者追悼の日 (First lnー

temational Day of Mourning) Jと

することについてのレターが届い

た。内容は以下のとおり。
1995年中に仕事で死亡し、傷

ついた数百万の労働者を記念す

る「第1回国際追悼日 (4月28日)J

のために、今週、世界中でキャン
ドルが灯されることになろう。

ニューヨークで開催 (4.28-5.1)

される国連の持続可能な開発の

ための委員会の場で労働組合活
動家たちが徹夜でキャンドルを

掲げるのに合わせて、 65か国の

労働組合によってこの日のため

の独自の行事が組織される。
アメリカでは、 AFL-CIOのメン

パーが集会・行進と記念サービス

を組織し、チュニジアでは、全国

各地の労働組合事務所に巨大な

キャンドルが灯されることになる。
ルーマニアでは、この国で毎年 7,

7∞人にのぼる、仕事で殺され、｛碁

つけられた人々を思い起こす日
を記念して正教会との合同行事

を行い、香港とベネズエラでは、
キャンドルライト・セレモニーでこ

の日を記念する。

ブリュッセルの ICFTU本部で
は、国際自由労連本部事務局長
のBill Jordanとヨーロッパ労連事

務局長のEmilio Gablaglioが合同

のキャンドルライト・セレモニーを
挙行する。

rrcFTUは、危険なまた劣悪な
環境による『持続不可能 (unsusー
tainable) ～な労働慣行により毎年

死亡し、苦しみ続けている数百

万の労働者に関するスキャンダ

ルに注意:を引きつけるためのこ

の行事をコーディネートするもの
である」 、とl C F T U事務局長のBill

Jordanは語る。

毎年,

-世界中で起こる1億 2,000万件

の労働災害により2 0万人の労
働者が殺されている。

. 6 ,7∞万人から 1億 5,7∞万人が

職場と関連した病気に擢患し
ている。

-数百万の労働者にいまなおほ

とんどの基本的な職場の妨護
措置が講じられていない。

4月28日には、国連の持続可能

な開発のための委員会の会議の

ためにニューヨークに集まった労

働組合活動家たちが、最初の国

際追悼日を記念して、巨大なキャ

ンドルライトに灯をともす。

4月 29 日には、この巨大キャン

ドルライトは、中国とタイーこのふ
たつの国は、最近の数年間に最

悪の労働災害の数々が起こって
いるーを代表する労働組合活動

44安全センター情報96年 6月号 安全センター情報96年 6月号 45



国票数受信川辺昭沼山滋山-出関I11III芯民活琵段四辺諒川添山際白川| 川市桜川山山-民間倒産桜l

WORKERS' MEMORIAl DAY
28 APRIL .
International Day for
Workplace health
and safety.
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家によって、国連に持ち込まれる。

そご持続可能な開発のための

委員会ーでは、労働組合を含む
多数のグ凡ーフ。の代表によりキャ

ンドルライト声明が作成されるだ

ろう。このキャンドルは、国際労働

日である5月1日まで灯し続けら

れることになる。

「キャンドルライト・セレモニー

は死者を追悼するということでは
じめられるわけだが」と、香港から
の代表者間ngKwanShekは続け

る。「生きるため、そして真に持続

可能な発展の促進のための闘い
に向けてのメッセージにつなげな

ければならない。これは、 1992年

にリオで採択された決議を侵害

することになるものであることを忘

れではならない。 j

4月30 日には、 Iσruは、国際蔚
業会議所 (ICC)及びアメリカの国

際商業協議会(rnc)と共催で、リ

オ・サミットの終着点に向けての方

策としての企業と労働組合のパー

トナーシップの役割に焦点を当て

たフォーラムをi開催する。国連での

このイベントは、

教育、トレーニン

グと技術開発に

あてられる5月1

日に終了する予

定である。

なお、ブリユツ
セルに本部を置

き、労働者の安
全に関するこの

キャンドルライ
トセレモニーを

コーディネートす
るI C FrU,立、 136

か国・地域に1億

2,7 0 0万人のメンバーを有する。

IC訂Uが4月 28日を「国際追悼
日 (First International Day of

Mouming)Jとするのは今年が初

めてであるが、全国安全センター
に各国から届けられるニューズレ

ターなどによると、以前から、欧米

を中心に、いわば草の根から
rWorkers Memorial DayJ として

rRemember the DeadJ 、rFight for

the LivingJ等のスローガンで取り

組まれ、アフリカやアジアにも広

がってきていた。

最近、イギリスから届いた手紙
では、次のよう之紹介されている。

1990年以来、イギリスの安全衛
生活動家たちは、 Workers Me-

morialDayを、職場で直面する危

険についての認識を高め、労働者

のグループが改善獲得を組j織す

るための日として活用してきた。
イギリスでは毎年約5 0 0人の

人々が仕事中に労働災害と交通

災害で殺されている。

推定2万人が労働関連疾患に

よって亡くなっている。
Workers Memorial Dayの目的

は、これらの人々を記念することで
ある。それは、職場をより安全にし、

仕事による死亡災害、労働災害、

職業病を減少させるキャンペーン

の一部分である。

この記念日のアイディアはカナ
ダで開始された。カナダでは、す
でに 10年以上、4月28 日が追悼

日として認知されてきている。

アメリカでは、この日は労働安
全衛生に関する取り組みの記念

日であり、また、 1987年にコネチ

カット州ブリッジポートでの建設事

故で2 8人の労働者が殺されたの
を記念する臼でもある。

われわれのハザーズキャンベー
ンは、 Worke回 Memorial D a yのシ

ユボルとして紫色のリボン結びを

採用している。
死者を忘れないだけでなく、わ

れわれはいまなお以下のことが

必要であることを思い起こさなけ

ればならない。

-より強力な法制とその執行のた

めに闘うこと
-職場での危険について広める

こと
-よ引先適で安全な労働条件を

作り出すこと
-仕事の場で人々を防護するこ

と
殺され傷つけられた人々の苦

難を無にしてはならないロ
イギリス中の町で、ハザーズセ

ンタ一、労働組合の安全衛生委

員会、キャンペーングJtープは、こ

れまでに、地方の労働組合活動
家や叩Cの講師、被災労働者の

遺族らの参加によって、記念の植

樹や銘板の建設等を行ってきた。
-デモ、記念行事、 HSE(安全衛

生局)への要請

-行進と議会への要請による建

設安全キャンペーン
.GMBやUSDAW等の労働組

合では彼らの全国カレyジ及び

組合本部での植樹
-ブラッドフォード労働組合会議

( T U C )安全委員会と地域のア

ジア人コミュニティーはボパー

ル事件10周年を記念した植樹

-スコットランド労働組合会議は
公式にWorke四 Memorial D a y

をサポート

-関節炎や骨の腐敗に苦しむ元

トンネル坑夫たちによるタイン・

トンネルを通過する抗議の車両

デモ
ではあなたは何ができるか

-もし、あなたが下記の地域のい

ずれかに住んでいたら、そこの

ハザーズセンターか委員会に
連絡をとり、何が行われる予定

か聞く。あなた自身で何かの取
悌且みをしたいのであれば援助

してくれるはずである。

大マンチェスター・ハザーズ

センター

ロンドン・ハザーズセンター
シェフィールド・ハザーズセ

ンター

キーズレー労働組合会議
(TUC) (西ヨークシャー)

ロジアシ TUCRC(スコットラ

ンド)
西ミッドランドHAZAC(パー

ミンガム)

-いくつかの大きな労働組合
BFAWU、GMB、TGWU、

UNISON、USDAWを含tl'-ーで

はイベントを企画している。そ

れらの全国安全衛生担当者と
連絡をとりくわしい内容を閣く。

-あなたの所属する労働組合支
部、地域の労働党、労働組合会

議のミーティングなどの日程を
入手する。

ーあなたの雇用主に対して、この
日の何らかの取悌且みを認める

ょう交渉すること。例えば、近年

あなたの職場で、または労働関

連疾患によって亡くなった者を
追悼する1分間の黙祷など。

-公共の建物に公式の半旗を掲

げさせる。

-地域の安全健康問題に焦点を

当てて地域のH S E (安全衛生

局)への請願要請を臨
組織する。

労i動安全輔生予欝臨時明滅i噴i調
海外短信.Workers' H eαlth

International Newsletter

圏イギリス政府が安全衛生局 (H
SE:Health and Safety Exective)の

予算を削減したため、仕事が制

限されるもょう。それを見越して、

予定の前倒しで監督を行ったり

している。ヨーロッパ各国やアメリ
カでも同様の傾向が見受けられ、

例外的なのはオーストラリアくら
いである。

盟アメt>カでは、経営者が環境保
護局(EPA) の規制に対して、労

働者が処罰されることになると脅
して、規制に反対するように仕向

けている。たしかにO H S Aの罰則

は雇用主のみに適用され、 E P A

の罰則は理論的には関与したも

のにも適用される。

圃スウェーデン政府の公衆衛生

研究者の一人が、喫煙は知識の
問題と言会封供λ退屈な労働やス

トレスが原因であり、これらの解

消によってライフスタイルを変え
ていくことが、将来的な課題であ

ると報告。

圏アメリカ労働省の統計によると、
1994年の労働災害件数は4%の

増加、死亡者数は6,5 8 8人で、や

はり増加している (1993年6,3 3 1

人、 1992年6,2 1 7人)。交通災害が

増加しており1 6 %を占めるが、強

盗などによる殺人か2番目の原因
となっている(女性では第1位)。

圃イギリス労働組合会議 (TUC)

の調査によると、職場の安全衛生

に関して労働者代表制度を取り

入れている職場では、そうでない

職場よりも労働災害発生率が半

分以下である。

圃イギリスT U Cによると、ストライ

キの原因の6分の1が安全衛生問

題である。
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煙害震がら 毘沼山慰問沼田川4 全国労働安全衛生センタ一連絡会議
週間際ジャーナリスト連盟(Inter

national Federation of Joumalists)

は、安全基金への拠出を再度呼
びかけている。 1995年一年聞に

6 0人以上のジャーナリストが命を

落している。

圏中国では経済開放区の外資系

企業において大きな労働災害が

発生しているにもかかわらず、労

働安全衛生法規の整備が遅れて

いる。厳しい規制をすると外資の

資本投下が止まるのではないか

と当局は恐れている。また真の労

働組合の設立も禁止している。
自由a I地区では、この2年間に 100

人の労働者が死亡している。しか

し事故後の監督などが聞にあっ

ていない。

園イギリスで、トラック運転手の労

働組合が、 4 0 0万ポンドをかけて
運輸事業体を設立する。これは工

業輸送の5 0 %を占める規模であ
る。運輸省の報告によると、事故の

4分の1が違法積載によるものとさ

れており、労働者もきちんとした条
件で働くことを望んでいる。

掴アメリカで、コンビューター視覚
症候群(Computer Vision Syn

drome) が調査報告されているo

症状としては多岐にわたり、疲れ

目、頭痛、渇き目、肩こりなど。毎

年1,。 0 0万人がかかっている。

園オーストラリアで、実習中の若い

労働者が多数労働災害に被災し

ている。

圃アメljカでも危除J注業務がi成っ

ているにもかかわらず、青年労働

者の労働災害が増えている。中に

は就労を禁じられている業務での

被災例もあり、親、学校、事業主へ

の指導が重要である。

圏イギリスで、 1 6歳の脚寺職員が、

自分の車で郵便配達業務中に交

通事故死。自分の車での事故とい

うことで、当局も労働組合も重大視
している。

園Eβが、児童労働に関する国際
会議を1 9 9 8年に開催する。 1990

年の時点で8,日日0万人の児童が

就労しており、その労働条件はよ

り悪くなってきているとのこと。

のへの転換で=あり、 OSHAの権威

をおとしめ、労働組合を弱める内

容となっている。監督権限を弱め

たり、労働者の参加を認めなかっ

たり、書類でごまかせたりするよう

になるという。

園オーストラリアの国立労働安全

衛生委員会のRiodan議長が、無

理な合理化をすすめる新しい資

本家の台頭に、労働安全衛生に

市場原理はそぐわないと警句。新

自由主義イデオロギーに基づい
て、政府が関わる労災補償制度

自体を非難する主張に反論。政
府の立場での対策の重要性を訴

えた。

盟国際自由労連(ICFTU) の事

務局長が、ヨーロッパ議会で、各

国にビルマやパキスタンでの児

童労働に反対する取り組みへの
支援を呼びかけた。

醤パンク与ラディシュでは、 1995年

1 0月から繊維工場での児童労働

を禁止される。ベトナムでも曲がり

なりにも、劣悪な条件での児童労

働が禁止されたが、その実効性
は怪しい。

園インド北部のU陶 r p目d田h州の

Varansaiという町は、児童奴隷の

センターと化している。 6歳から7

歳で売られ、劣悪な労働条件下

で働かされる。給料は親に前払

いされている。

Eアメリカで、労働安全法規の改

悪が画策されている。強制力をな
くして、雇用主の自主性に基づ処>

園ILOが rWorld Employment

1995J とい芳匝告書をまとめ、規制

緩和によって雇用問題は解決し

ないとのこと。イギリス労働組合会

議 ( T U C )も、労働基準を緩和して

も雇用は増えないし、むしろ労働

安全衛生その他の権利¢国際基

準を作ることの必要性を訴える。

園イギリスTUCでは、昨今のアメ
リカ共和党による労働安全衛生

基準の緩和の動きが英国にち波
及してきたことを懸念している。

園カナダのオンタリオ州で、保守
政権が成立。保守党党首が「常

識革命」と称して、労働運動打倒

を主張している。労働省予算の半

減、労災補償制度の改悪の動き

の他、規制緩和によって米国系多

国籍企業が進出しやすいように

するな印政策を町四
いる。

108東京都港区三田 3-1-3 MKピ),, 3階

TEL(ω)5232-0182/FAX(03)5232-0183/E-mail KGJ01311@nif旬servιOT. JP

北海道.社団法人北海道労働災害・職業病研究対策センター
004札幌市豊平区北野1条1丁目6-30医療生協内

東京.東京東部労災職業病センター
136江東区亀戸1-33-7

東京.三多摩労災職業病センター
185国分寺市南町2←7丸山会館2-5

東京.=多摩労災職業病研究会
185圏分寺市本町3-13-15三多摩医療生協会館内

神奈川.社団法人神奈川労災職業病センター
230横浜市鶴見区豊岡町2日9サンコ←ポ豊岡505

新潟.財団法人新潟県安全衛生センター

TEL(011) 883-0330;FAX( 011)883-7261

TEL(03)3683-9765/FAX(03)3砧 3-9766

TEL(0423)24-1024;FAX(04ぉ )24-1日24

TEL( 0423) 24-1922;FAX倒¥ .23)25お臼

τEL( 045) 573- 4 289 ;FAX(0 45) 575-1948

静岡・静岡地区労センター

京都・労災福祉センター

951新潟市東堀通2-4 8 1 TEL( 025) 228-2127;FAX(0 25) 222.一明14

424 清水市小柴町2 - 8 TEL(0543)66-6888;FA X ( 0 5 4 3 ) 6 6イ; 889

601京都市南区西九条島町3 TEL( 075) 69ト 9981;FAX(075) 672-6467
京都.京都労働安全衛生達絡会議

601京都市南区西九条東島町50-9山本ビ凡3階

大阪・関西労働者安全センター
540大阪市中央区内本町 1-2-13ばんらいビル602

兵庫.尼崎労働者安全衛生センター
660尼崎市長桝本通1-16-7阪神医療生協気付

兵庫・関西労災職業病研究会
660尼崎市長洲本通1-1←7医療生協長洲支部

広島.広島県労働安全衛生センター
732広島市南区稲荷町5 - 4 前回ビル

鳥取・鳥取県労働安全衛生センター
680鳥取市南町T5 0 5自治労会館内

愛媛.愛媛労働災害職業病対策会議
ア92新居浜市新田町1-9-9

高知・財団法人高知県労働安全衛生センタ
780高知市蔚野イワ井田 1275-1

熊本・熊本県労働安全衛生センター
861-21熊本市秋津町秋田3441-20秋津レークタウンクリニック

大分.社団法人大分県勤労者安全衛生センヂー
870大分市寿町 1-3労働福祉会館内

宮崎.旧松尾鉱山被害者の会
883日向市財光寺283-211長江団地 1-14

自治体.自治体労働安全衛生研究会
102千代田区六番町1自治労会館3階

(オブザーバー)
福島.福島県労働安全衛生センター

960福島市船場町 1-5
LU 口・山口県安全センター

754山口県小郡郵便局私書箱44号

T E L (口75)691-6191;FAX( 075) 691-6145

TEL (06)943-1527 ;FAX (06)叫 3-1528

TEL (06)488-9552 ;FAX( 06)488-2762

TEL 日 ( 6)488-9552;FAX(06)488-2762

TEL( 082) 264-4110;FAX(田 2)2剖 4110

TEL(0857) 22-6110/おは(田57)37～拍

TEL(0897)34-0209 ;FA X (田97)37-1467

TEL( 0888) 4 5 - 3953;FAX( 郎副)45-3928

TEL(096) 360-1991 ;FAX(凹 6)368-6177

TEL( 0975)37-7991;FAX(開 75)34一面71

TEL(日892)53-94oo/FAX 1(田92)53-3404

TEL( 03) 3239-9470;FAX(0 3) 32'僻 1432

TEL( 0245) 23-3586;FAX( 0245)23-3587
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